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－令和 3年度 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業－ 

 

日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島研究開発拠点 

廃炉環境国際共同研究センター 

 

東北大学 

 

（2022 年 11 月 21 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和 3年度 英

知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（1F）の廃炉等を始めと

した原子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、様々な分野の知見や経験を、

従前の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究及び人材育成を推進

することを目的としている。 

平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行することで、JAEA とア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、研究課題のうち、令和 2 年度に採択された「α／β／γ線ラジオリシス影響下にお

ける格納容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた新規防食技術の開発」の令和 3 年度の

研究成果について取りまとめたものである。 

本研究は、デブリ取り出し工程において、既設の PCV ならびに新設の負圧維持系設備･配管など

重要な閉じ込め機能を担保する鋼構造物の長期信頼性を確保するため、α線放出核種／β線放出

核種と鋼材が接触共存する濡れ環境における腐食現象を初めて明らかにして腐食速度を予測する

技術を構築するとともに、PCV 等への基本的な適用性に優れ、かつ、副次影響の無い新規防食技術

を開発する。具体的には、①α 線／β 線／γ 線の影響を網羅したラジオリシス解析モデルの構

築、②α 線放出核種／β 線放出核種を用いた電気化学試験（ホット試験）と系統的な腐食予測･

検証試験（コールド模擬試験）によるデータベースの構築、③それらに基づいて PCV に附設／挿

入する新設設備の材料選定指針の提示、④不活性ガスナノバブルを用いた系統内広域防食技術の

開発を目的とするものである。 

3 ヵ年計画の 2年目にあたる令和 3年度の事業実績は、1．α線、β線照射による腐食影響およ

び気相ラジオリシスの腐食環境への影響、2．PCV･負圧維持系設備等の腐食モード･腐食速度の評

価、3．1F複合環境における腐食抑制技術の開発である。 

 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、東北大学が実施した

成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 

Agency (JAEA), had been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) in FY2021.  

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station (1F), Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields.  

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2020, this report summarizes the research results of the “Development 
of a new corrosion mitigation technology using nanobubbles toward corrosion mitigation in PCV system 
under the influence of α/β/γ-rays radiolysis” conducted in FY2021. 

In this work, in order to ensure the long-term reliability of steel structures that ensure important 
confinement functions in the debris removal process, such as existing PCVs and newly constructed negative 
pressure maintenance systems and piping, corrosion phenomena in wet environments where α- and β-ray 
emitting nuclides come into contact with steel are clarified for the first time. At the same time, we will develop 
a new corrosion prevention technology that has excellent basic applicability to PCVs and has no secondary 
effects. Specifically, (1) development of a radiolysis analysis model that covers the effects of α-, β-, and γ-
rays, (2) development of a database based on electrochemical tests using α- and β-emitting radionuclides (hot 
tests) and systematic corrosion prediction and verification tests (cold simulated tests), (3) presentation of 
guidelines for selecting materials for new equipment to be installed or inserted in PCVs based on these models, 
and (4) development of a new corrosion prevention technology that has no secondary effects. 

The project results for FY2021, the second year of the three-year project, are 1. Corrosion effects of α- and 
β-irradiation and gas phase radiolysis on the corrosive environment, 2. Evaluation of corrosion mode and 
corrosion rate of PCV and negative pressure maintenance system, 3. Development of corrosion inhibition 
technology for the 1F complex environment. 
 
Keywords: Corrosion, Radiolysis, α- and β-rays, Fission Product, Minor Actinide, Steels, Nanobubble, 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
This work was performed by Tohoku University under contract with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26年 6月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27 年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27 年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29年 4月に CLADS の中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行

することで、JAEA とアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 
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2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオ

ライト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の

開発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種

同定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基

盤研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場

環境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止

技術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能

イメージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デ

ブリセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究機構 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7 課題（若手研究 2課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4 課題（日英共同研究 2課題、日露共同研究 2課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有するア

ルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物の安

全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線 FPGA

システムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握のた

めの遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合した

デブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人材育

成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料デ

ブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦 

（R3.7.1～） 

東京工業 

大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 

 

 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2年 3月 17 日～令和 2年 5月 14 日（課題解決型） 

令和 2年 5月 13 日～令和 2年 7月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2課題、一般研究 6課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモンド

中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X線同時解析による迅速・高感度放射性核

種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄

筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃棄

物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBS によるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化技

術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリターン

技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・

航空技術 

研究所 

 

  

 

 

 

4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2年 3月 17 日～令和 2年 5月 14 日（課題解決型） 

令和 2年 5月 13 日～令和 2年 7月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2課題、一般研究 6課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3年 3月 16 日～令和 3年 5月 17 日（課題解決型） 

令和 3年 4月 13 日～令和 3年 7月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3年 7月 12 日～令和 3年 8月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開発

研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モニ

タリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規ハ

イブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念の構

築・安全評価 

中瀬 正彦 
東京工業 

大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射性

エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan 

Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレー

タのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3号機の事故進展シナリオに基

づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状

況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の

高度化 
小原 徹 

東京工業 

大学 

 

 

 

 

5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3年 3月 16 日～令和 3年 5月 17 日（課題解決型） 

令和 3年 4月 13 日～令和 3年 7月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3年 7月 12 日～令和 3年 8月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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本報告書は、以下の課題の令和 3年度の研究成果を取りまとめたものである。 

 

課題解決型廃炉研究プログラム【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

α／β／γ線ラジオリシス影響下における格

納容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを

用いた新規防食技術の開発 
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図 3.3-4 錆層の有無による希釈人工海水（1/200 倍）中の炭素鋼のカソード分極 

 曲線の変化 ······················································  3.3-3 
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略語一覧 

 

1F ：東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所 

FP ：Fission Products（核分裂生成物） 

MA ：Minor Actinide（マイナーアクチノイド） 

MCCI ：Molten Core Concrete Interaction（溶融炉心‐コンクリート相互作用） 

PCV ：Pressure Containment Vessel（圧力格納容器） 

PEEK ：polyetheretherketone（ポリエーテルエーテルケトン） 
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viii 
 

 

概略 

 

デブリ取り出し工程において、既設の圧力格納容器（Pressure Containment Vessel：以下、

PCV と略記。）ならびに新設の負圧維持系設備･配管など重要な閉じ込め機能を担保する鋼構造物

の長期信頼性を確保するため、α線放出核種／β線放出核種と鋼材が接触共存する濡れ環境に

おける腐食現象をはじめて明らかにして腐食速度を予測する技術を構築するとともに、PCV 等へ

の基本的な適用性に優れ、かつ、副次影響の無い新規防食技術を開発する。具体的には、①α線

／β線／γ線の影響を網羅したラジオリシス解析モデルの構築、②α線放出核種／β線放出核

種を用いた電気化学試験（ホット試験）と系統的な腐食予測･検証試験（コールド模擬試験）に

よるデータベースの構築、③それらに基づいて PCV に附設／挿入する新設設備の材料選定指針

の提示、④不活性ガスナノバブルを用いた系統内広域防食技術の開発を目標として、東北大学、

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構と略記。）、量子科学技術研究開発機構（以下、量研

機構と略記。）、物質・材料研究機構（以下、物材機構と略記。）が連携して研究を遂行する。令

和 2年度ならびに令和 3年度の実施内容および成果は下記の通りである。 

 

1．α線、β線照射による腐食影響および気相ラジオリシスの腐食環境への影響 

(1) デブリ中 MA 成分の状態・放射能量の溶出挙動評価 

令和 2 年度には、酸化物デブリに随伴する核分裂生成物成分（Sr）、燃料成分（Pu）およびマ

イナーアクチノイド（以下、MAと略記。）成分（Np、Am、Cm）の状態評価と溶出挙動評価を行っ

た。また、燃料デブリ中のβ線放出核種の挙動を検討し、β線によるラジオリシスの影響を評価

した結果、デブリ表面近傍においてγ線より高い線量率を示すことが分かった。令和 3 年度に

は、溶融炉心‐コンクリート相互作用（Molten Core Concrete Interaction：以下、MCCI と略

記。）デブリや合金デブリ中の燃料成分（Pu）および MA成分（Am、Cm）の状態評価と溶出挙動評

価を行うとともに、α線による PCV 材への腐食影響について評価した。 

 

(2) 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築 

令和 2年度には、ラジオリシス計算に必要な、α線、β線に関する水の分解のプライマリ G値、

および 2 次反応に関して文献調査を行い、ラジオリシス解析に必要なインプットデータセット

を整備するとともにラジオリシス解析環境を整備した。また、α線およびβ線照射による吸収線

量率分布の解析手法を整備し、α線源およびβ線源からの照射による水の吸収線量率分布評価

を行った。令和 3年度には、α線、β線の線量率分布と水溶液中での化学種の拡散を考慮したラ

ジオリシス解析を実施し、バルク環境中での酸化剤の濃度分布の評価を可能とした。 

 

(3) α線、β線照射による腐食影響評価 

令和 2年度には、α線源、β線源を用いた腐食評価を実施するための電気化学試験セルを作製

し、電極電位、腐食抵抗を検討可能な電気化学測定系を構築した。また、実験系の線量率分布評

価を行い、各線源の飛程を確認するとともに、ホット試験に必要な許認可変更手続きを進めた。

令和 3年度には、β線源を用い、電気化学試験を実施した。90Sr 線源近接下で取得されたデータ

は、非照射下で取得したデータと比較し、炭素鋼の分極抵抗および、ステンレス鋼の腐食電位に

β線の影響と思われる差異が確認された。 
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ⅸ 
 

 

(4) 放射線下における水への気相ラジオリシスの影響 

a. 照射試験および解析等 

令和 2年度には、ガスを含んだ気相/液相混在ラジオリシス解析に必要な、窒素、空気、水蒸

気などの気相ラジオリシスに関する文献調査を行い、気相ラジオリシス解析に必要な、N2由来、

O2由来、H2O2由来の生成物のプライマリ G 値、硝酸系の反応を含む 2 次反応を整理した。令和

3 年度には、気相ラジオリシス解析を実施し、解析結果をγ線照射試験結果と比較、検討し、

現在のモデルの妥当性の検証や解析法の改善を行った。 

 

b. 溶液、ガス成分分析等 

令和 2 年度には、気相/液相混在下での気相のラジオリシス評価において必要な照射法、線

量率評価法、ガス分析法、溶液分析法を検討、整備した。令和 3年度には、気相/液相混在試料

へのγ線照射実験を行った。ラジオリシスにより生成する窒素酸化物（硝酸含む）の分析装置

を整備するとともに、定性・定量分析を行った。これにより、照射により生成した硝酸イオン

や亜硝酸イオンといった窒素酸化物を再現性良く定性・定量分析することが可能になり、気相

/液相混在試料の気液組成比や気相部分の酸素濃度を変化させた時の、照射線量に対する窒素

酸化物の生成挙動を定量的測定により評価した。 

 

2．PCV･負圧維持系設備等の腐食モード･腐食速度の評価 

令和 2年度には、α線、β線を含む東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所

（以下、1F と略記。）特有の放射線環境を非照射下で模擬するための実験手法と試験条件を検討

した。また、当該研究で使用する炭素鋼、ステンレス鋼試料を準備した。令和 3 年度には、PCV

内面（炭素鋼の均一腐食）ならびに負圧維持系設備（ステンレス鋼における局部腐食）を主対象

とした腐食試験を実施した。試験パラメータとしては、酸化剤濃度（電位）と pH を中心に検討

した。過酸化水素添加による炭素鋼の腐食加速が認められたものの、過酸化水素が高濃度（数十

～数百 ppm）の場合には、腐食速度が Cathodic reaction index との関係から予測される値と比

較して十分に低かった。併せて、腐食試験中に過酸化水素濃度の顕著な低下が認められ、これは

鉄イオンとのフェントン反応による分解が主因と考えられた。また、オゾンおよび窒素酸化物を

バブリングした溶液中での試験結果から、腐食速度に及ぼす硝酸イオンの重要性が指摘された。 

 

3．1F 複合環境における腐食抑制技術の開発 

令和 2年度には、ナノバブル発生装置を導入し、不活性ガスと試験溶液の混合を可能にする仕

組みを作製するとともに、不活性ガスナノバブルを含む溶液を腐食試験槽に送り込む機能を設

け、不活性ガスナノバブルを導入した溶液環境下で腐食試験が実施可能な腐食試験システムを

構築した。令和 3年度には、不活性ガスナノバブルを含む 1F 特有の複合環境を模擬した環境下

で腐食試験を行い、電気化学的手法により炭素鋼の耐食性を定量評価した。不活性ガスナノバブ

ルを導入することで、希釈人工海水中での初期の腐食速度が大幅に抑制されることを電気化学

インピーダンス法によって評価した。大気中の酸素との接触が限定され、かつ不活性ガスナノバ

ブルの連続的あるいは定期的な注入が可能な条件において、炭素鋼の腐食を効果的に抑制でき

ることが判明した。 
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1. はじめに 

 本格的なデブリ取り出し工程において、α線放出核種をはじめとする放射性物質の確実な閉

じ込めは必須の大前提である。長期にわたる作業期間において放射性物質の閉じ込めを考えた

場合、デブリ破砕に伴って粒子状の放射性物質がダストとして PCV 内気相中に拡散する、ある

いは、冷却水に混入して汚染水に含まれる放射性物質の濃度が上昇することが想定される。放

射線分解により生成する酸化剤（過酸化水素など）が腐食の重要な加速因子となることはよく

知られており、従来はγ線影響について腐食評価の基盤整備が行われてきている（英知事業廃

炉加速化研究プログラム「放射線環境下での腐食データベースの構築」など）。デブリの本格的

取り出し工程での 1F 1～3 号機 PCV 内部における腐食環境の特殊性は、燃料デブリ由来のα線

／β線放出核種の粒子やイオンと構造材料が PCV 内の種々の部位で直接接触し得ることであ

る。これに、水ならびに微量の塩化物イオンおよびあるレベルの酸素が共存する。過酸化水素

は、水への溶解度が極めて高いため、生成速度次第で溶存過酸化水素濃度は極めて高くなるこ

とから、α線放出核種やβ線放出核種と接触状態となる局所での鋼材の腐食が大きく加速する

可能性がある。特にα線は飛程が短く、線源直近に極めて高い密度のエネルギーを付与するた

め、過酸化水素濃度の局所的な生成速度が従来のγ線ラジオリシスの常識に比べて桁違いに高

い値となり得るからである。一方で、α／βラジオリシスを考慮した腐食評価に関する知見は

世界的にも不足している。 

 このような特殊な腐食環境の下で、デブリ取り出し工程での放射性物質の閉じ込めならびに

PCV 内挿入設備の健全性を必要な期間確保するためには、α線／β線の影響も考慮した腐食速

度予測技術を構築し、負圧維持系、循環冷却系、デブリ加工･取り出し装置等の材料選定の根拠

を得ておくこと、ならびに、副次効果の懸念が無い PCV 内広域防食手段を準備しておくことが

望まれる。このような背景の下で令和 2年度から令和 4年度にかけて本研究に取り組むもので

ある。令和 3年度は、次章以降で述べる通り、実験および解析の両面での研究業務を遂行した。 

 

 

前年度までの報告書： 

・α/β/γ線ラジオリシス影響下における格納容器系統内広域防食の実現；ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発（委託研究）；令和 2年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事

業, JAEA-Review 2022-002 

https://doi.org/10.11484/jaea-review-2022-002 
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2.1-1 
 

2. 業務計画 

 

2.1 全体計画 

 

2.1.1 研究タスクの構成 

本研究の全体計画は、下記の通り 4 つのタスクによって構成され、東北大学、原子力機構、

量研機構、物材機構が各組織の特徴と適性に沿ってタスクを分担・連携して取り組む。 

 

タスク 1：α線、β線照射による腐食影響および気相ラジオリシスの腐食環境への影響 

（原子力機構、東北大学、量研機構） 

長期にわたるデブリ取り出しにおいて、デブリから溶出した放射性核種（溶存・微粒子）に

より水の放射線分解で発生する過酸化水素濃度を局所的に上昇させ腐食を加速する可能性が

ある。これらの腐食課題の解決のため、下記の 3つの項目を実施し、デブリ取り出しに伴う水

質変化を評価し、その環境で腐食現象を把握することを目的とする。 

(1) 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築とデブリ中 MA成分の状態・放

射能量の溶出挙動評価 

(2) α線、β線の腐食影響の評価 

(3) 放射線下における水への気相ラジオリシスの影響 

 

タスク 2：PCV･負圧維持系設備等の腐食モード･腐食速度の評価（東北大学） 

α線･β線を含む1F特有の放射線環境が炭素鋼ならびにステンレス鋼の腐食に及ぼす影響の

評価と影響メカニズムの解明を行う。タスク 1 との連携に基づいて、腐食に及ぼすα線･β線

照射の影響を酸化剤濃度（電位）に、大気成分ラジオリシスにより生成する窒素酸化物（硝酸

含む）の影響を pH にそれぞれ置き換えることで、当該環境を模擬した腐食試験体系を確立す

る。PCV ならびに負圧維持系設備を主対象として、酸化剤濃度と pH を環境側パラメータとした

腐食試験を実施し、腐食速度を重量法あるいは電気化学的手法により評価するとともに、顕在

化し得る腐食モードを電位-pH 線図上に整理する。 

 

タスク 3：1F 複合環境における腐食抑制技術の開発（物材機構） 

 PCV 内部および付随する系統の広域に対して適用可能かつ副次影響の危惧が無い新しい防食

手法の開発を目的として、ナノバブルによる水質改善効果に着目し、デブリ取り出し時に想定

される複合環境における炭素鋼（PCV 材料）の腐食抑制技術を開発する。具体的には、不活性

ガスナノバブルを導入可能な腐食試験システムを構築し、複合環境下で PCV 材料である炭素鋼

の腐食試験を実施するとともに不活性ガスナノバブルによる炭素鋼の腐食抑制効果を電気化

学的手法により評価する。 

 

タスク 4：新設設備の材料選定指針の提示とナノバブル防食技術の実機適用性検討 

（東北大学、量研機構、物材機構、原子力機構） 

タスク 1～3 で得られた知見を総括し、新設設備の材料選定指針を提示するとともに、ナノ

バブル防食技術の実機適用性を検討する。本タスクを通して、1F廃止措置の基盤を支える具体

的なアウトカムを取得する。
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2.1.2 実施体制 

 

本研究の実施体制を図 2.1.2-1 に示す。 

 
図 2.1.2-1 本研究の実施体制 

 

 

 

原子力機構（連携先）
 線種（α、β）を考慮したラジオ

リシス解析モデルの構築
 α線、β線の腐食影響
 放射線下の水への気相ラジオリシ

スの影響（照射試験および解析）

量研機構（再委託先）１
 放射線下における水への気相ラジオ

リシスの影響（溶液、ガス分析）

加藤千明

課題全体の取りまとめ
東北大学 事業代表者 渡邉豊

タスク４：新設設備の材料選定
指針の提示とナノバブル防食

技術の実機適用性検討
（参画研究者全員が担当）

腐食速度・
モード評価

腐食影響ﾒｶ
ﾆｽﾞﾑ検討

東北大学
 α/β/γ核種の状態･量･溶出挙動評価

タスク１：α線、β線照射によ
る腐食影響および気相ラジオ
リシスの腐食環境への影響

佐藤智徳 青山高士

端邦樹 松井寛樹

タスク1取りまとめ

ラジオリシス解析 ホット試験

照射下電気化学試験 照射下腐食試験

田口光正 ホット試験：溶液、
ガス成分分析

物材機構（再委託先）２
タスク３：1F複合環境における腐
食抑制技術の開発

片山英樹 腐食抑制効果の検証、
タスク３取りまとめ

堤 祐介 ナノバブル腐食抑制
システムの構築･評価

電気化学試験

阿部博志秋山英二 小山元道

東北大学
タスク２：PCV･負圧維持系設備等
の腐食モード･腐食速度の評価

佐藤修彰

評価 
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2.2 令和 3年度の成果の目標および業務の実施方法 

 

2.2.1 α線、β線照射による腐食影響および気相ラジオリシスの腐食環境への影響 

① デブリ中 MA成分の状態・放射能量の溶出挙動評価 

MCCI デブリや合金デブリ中の燃料成分（Pu）、およびマイナーアクチノイド（MA）成分（Am、

Cm）の状態評価と溶出挙動評価を行うとともに、α線による PCV 材への腐食影響について評価

する。 

② 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築（連携先：原子力機構） 

①で検討した MA の状態を考慮した環境で、α線、β線の線量率分布の詳細化を行うととも

に詳細評価した線量率に対応したラジオリシス解析を実施することにより、ラジオリシス評価

モデルの構築を行う。 

③ α線、β線照射による腐食影響評価（連携先：原子力機構） 

β線源を用い、電気化学試験を実施する。取得されたデータをもとに、電気化学パラメータ

への各放射線種の影響を検討する。 

④ 放射線下における水への気相ラジオリシスの影響 

a. 照射試験および解析等（連携先：原子力機構） 

ガスを含んだ気相/液相混在ラジオリシス解析を行うために必要なインプットを整備し、解

析を実施する。解析結果をγ線照射試験結果と比較、検討し、現在のモデルの妥当性の検証

や解析法の改善を行う。 

b. 溶液、ガス成分分析等（再委託先：量研機構） 

気相/液相混在試料へのγ線照射実験を行う。ラジオリシスにより生成する窒素酸化物（硝

酸含む）の分析装置を整備するとともに、定性・定量分析を行う。照射線量に対する生成物

挙動を明らかにする。 

 

2.2.2 PCV･負圧維持系設備等の腐食モード･腐食速度の評価 

令和 2 年度の検討結果に基づいて、PCV 内面（炭素鋼の均一腐食）ならびに負圧維持系設備

（ステンレス鋼における局部腐食）を主対象とした腐食試験を実施する。試験パラメータとし

ては、酸化剤濃度（電位）と pHを中心に検討する。重量法あるいは電気化学的手法により腐食

速度を評価する。 

 

2.2.3 1F 複合環境における腐食抑制技術の開発（再委託先：物材機構） 

ナノバブル発生装置および電気化学測定システムを用いて、不活性ガスナノバブルを含む 1F

特有の複合環境を模擬した環境下で腐食試験を行い、電気化学的手法により炭素鋼の耐食性を

定量評価する。電気化学測定としては、浸漬電位の測定や電位-電流曲線の測定を行う。また、

不活性ガスナノバブルの効果の持続性を検討するため、電気化学インピーダンス法を用いた腐

食速度のモニタリング測定を行う。 

 

2.2.4 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびに廃炉環境国際共同研究センター（Collaborative 

Laboratories for Advanced Decommissioning Science：以下、CLADSと略記。）等との連携を密

にして、研究を進める。また、研究実施計画を推進するための打合せや「特殊環境下の腐食現

象の解明に関する分科会」を活用した関連分野の専門家との会議等を開催する。 
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3. 実施内容および成果 

 

3.1 α線、β線照射による腐食影響および気相ラジオリシスの腐食環境への影響 

 

3.1.1 デブリ中 MA成分の状態・放射能量の溶出挙動評価 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

原子炉過酷事故があった 1F の場合の原子炉内においては、燃料酸化物や構造材金属が高温

において反応、融解し、燃料デブリを発生する。この燃料デブリの取り扱いや処理・処分に関

しては、主成分であるウラン酸化物についてジルカロイ合金、ステンレス鋼といった材料との

高温における相関係が重要となる。令和 2年度では、燃料デブリの分類と性質について評価し

た。UO2-ZrO2 を主体とする酸化物デブリの他、Fe-Zr を主体とする合金デブリや、溶融炉心と

コンクリート成分（CaO-SiO2）との反応による MCCI デブリに大きく分類した。さらに燃料デブ

リの酸化や経年劣化等により生成する酸化物が主となる粉体デブリや、上記デブリより溶出し

た UO22+や Am3+のようなイオンが過酸化物、水酸化物や炭酸塩として生成する 2次デブリにも触

れた。これらのデブリについて令和 2 年度では酸化物デブリを取り上げ、UO2-ZrO2の組成によ

る構造や物理的化学的性質の変化など状態評価を行った。さらに、酸化物デブリ中のαおよび

β核種の放射能について評価し、考慮すべき核種を選定するとともに、それらの核種からのβ

線について水中における飛程および線量率を評価し、線量率はγ線の 50 倍になることが分か

った。 

 

② 令和 3年度実施内容および成果 

(1) MCCI デブリ中の燃料成分および FP、MA 元素の挙動 

 令和 2 年度の成果を踏まえ、令和 3 年度上期では MCCI デブリについて、下期では合金デブ

リについて、燃料および MA 成分の状態評価や放射能量の影響について調べた。図 3.1.1-1 に

は燃料デブリの状態の模式図を示す。この図で、酸化物デブリはUO2-ZrO2を主体とするもので、

ペレットや塊状があり、UO2 の酸化や安定化が重要になる。次に、合金デブリは Fe-Zr を主体

とするもので、それらの形状や腐食性など安定性の評価が必要となる。MCCI デブリは主に

(U,Zr)O2 デブリとコンクリート成分（CaO-SiO2）との反応によるものでケイ酸塩の安定性や、

共存する放射性核種の溶出挙動が必要となる。粉体デブリは酸化や経年劣化等により生成する

酸化物粉体が主で、粒子状であるが故に、冷却水による移動や沈着挙動がある。2次デブリは、

上記デブリより溶出した UO22+や Am3+のようなイオンが過酸化物、水酸化物や炭酸塩として生成

するもので、溶液条件により再溶解や再沈殿により移動、堆積が起こり、2次デブリとなる。
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図 3.1.1-1 燃料デブリの状態の模式図 

MCCI デブリの状態評価や核分裂生成物（Fission Products：以下、FPと略記。）、MA元素の挙動

に関しては、模擬デブリを使用した研究例がある（例えば[1]～[4]）。MCCI デブリに関しては、U-

Zr をベースとした酸化物や被覆材・構造材とコンクリートとの反応（MCCI）生成物についての理

解が必要となる。 

コンクリートは結合材と骨材（細骨材＋粗骨材）に水を添加し、固化させたもので、密度 2.4 を

持つコンクリートの場合、結合材（ポルトランドセメント）、細骨材（山砂）、粗骨材（砂利）およ

び水の混合割合は、それぞれ～20、～30、～50、～10％となる。山砂や砂利は高温まで安定であ

り、反応主体としてはセメントが考えられる。ポルトランドセメントは石灰石、粘土、珪石、酸

化鉄原料を粉砕、混合、焼結（1600 ℃）により半溶融状態を経て水硬性化合物の焼結体（クリン

カー）として生成したもので、構成化合物としては、ケイ酸三カルシウム（3CaO・SiO2）、ケイ酸

二カルシウム（2CaO・SiO2）で全体の 90％を占める。この他、アルミン酸三カルシウム（3CaO・

Al2O3）や鉄アルミン酸四カルシウム（4CaO・Al2O3・Fe2O3）が少量添加される。ここでは、MCCI デ

ブリの主体としてケイ酸カルシウムとした。なお、チェルノブイリ原子力発電所事故では、水蒸

気爆発により爆発した溶融炉心に大量のコンクリートを注入して固化したため、MCCI デブリが発

生した。ここでの MCCI デブリは、LCFM（LAVA like Fuel Containing Material）と呼ばれ、また、

別名高炉スラグ（Blast Furnace Slag）とも呼ばれている。しかしながら、その組成は、UO2:54.0、

ZrO2:14.5、Fe2O3:23.1、CrO3:5.7、NiO:2.2％である。この場合、黒鉛が燃焼、超高温になったた

め、ケイ酸塩等は揮発し、金属酸化物が残っている。このことは、ケイ酸塩主体の高炉スラグと

も異なると言える。表 3.1.1-1 には MCCI デブリの分類と性質について示した。まず、燃料成分を

含む相として、UO2と SiO2との反応により生成する含 U ケイ酸塩（USiO4）がある。次に、主なコ

ンクリート成分であるケイ酸カルシウム（CaSiO3）がある。ZrO2 とケイ酸との反応も考えられる

が、ジルコン酸（ZrO32-）として作用し、CaZrO3といった化合物となる。このようにデブリとして

の生成物はケイ酸塩とジルコン酸塩の安定性に影響される。また、UO2が酸化され、UO3になると、

ウラン酸として反応し、ウラン酸塩（CaUO4など）を生成する。

合金デブリ
(Fe-Zr)未溶融燃料

ペレット(UO2)

酸化物デブリ
(UO2-ZrO2)

MCCIデブリ
(UO2-CaO-SiO2)

ホウ化物
(Fe3B. ZrB2)

溶出イオン
(UO2

2+, Am3+)

二次デブリ
(沈殿:炭酸塩,過酸化物等)

粉体デブリ
(U酸化物)

二次デブリ
(堆積物:酸化物)
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表 3.1.1-1 MCCI デブリの分類と性質 

 

 分類 化合物 状態、挙動 

①  含 U ケイ酸塩 USiO4 UO2と SiO2との反応 

②  ケイ酸塩 CaSiO3 CaO と SiO2との反応 

③  ウラン酸塩 CaUO4 CaO と UO3との反応 

 

 

ここでは、MCCI デブリを UO2 燃料成分とコンクリートとの混合物と捉え、それぞれの存在状態

について以下の 2つに分けて検討した。なお、燃料成分であるプルトニウムおよび MAである Np、

Am、Cm は UO2燃料中に存在するとした。 

 

(a) 均質 MCCI デブリ 

均質 MCCI デブリでは、UO2 相とコンクリート相が細部にわたり混合し、均質体となっており、

それぞれの相の組成と密度は以下のようにした。 

 

 

表 3.1.1-2 均質 MCCI デブリの組成と密度 

成分 コンクリート 70:30 50:50 30:70 UO2 

密度（g cm-3） 2.4 4.97 6.68 8.39 10.96 

 

 

(b) 非均質 MCCI デブリ 

 ケイ酸塩を含むコンクリート相は高温において溶融状態になることがあり、例えば、溶融炉心

から UO2ペレットがコンクリート相に落下した場合、接触面においてコンクリートが溶融、ペレッ

ト表面を被覆することが考えられる。ここでは、UO2ペレット表面がコンクリートの主成分である

ケイ酸カルシウムの溶融相で覆われた非均質デブリを想定した。燃料および MA成分は UO2ペレッ

ト中に UO2 固溶体として存在し、かつ、ケイ酸塩相で被覆されていることから、水との接触は無

く、ウランの酸化溶解に起因する他の MA 元素の溶出も抑制されると考えられる。 

 

(2) MCCI デブリ中の放射性核種影響評価 

(a)均質 MCCI デブリ 

表 3.1.1-2 に示した均質 MCCI デブリについて、α線およびβ線の飛程をモンテカルロ計算コー

ド PHITS 3.14 により計算した。計算体系としては半径 1 cm、高さ 1 cm の円柱状線源を仮定し、

表に示した線源組成と密度を用いた。線源の環境としては、鉄板上に線源を配置し、線源周囲に

H2O を配置した形をとり、Z＝0 cm の線源面全体から z軸方向に放出される放射線を検出すること

とした（以下同様）。α線核種は、238Pu、239Pu、240Pu、241Am、244Cm とし、参考としてのβ線核種は
239Np を対象とした。コンクリート：UO2の混合組成が 0：100、70：30、50：50、30：70 の場合に
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ついてそれぞれの核種からの放射線の飛程の結果を図 3.1.1-2 に示す。横軸は距離、縦軸は線量

を示す。この結果を見ると、いずれの核種からの α 線も線量は UO2（核種）の比率に概ね比例し

て減少する傾向、すなわち、UO2量が減少すると線量も低下することが分かる。また、β 線の線量

は UO2（核種）に依存して変化するが、UO2 比の減少に対して、線量の落ち込みはα線の場合に比

べると小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.1.1-2 均質 MCCI デブリからのα線およびβ線の飛程に及ぼす組成の影響 

 

 

(b)非均質 MCCI デブリ 

UO2 ペレット表面がコンクリートの主成分であるケイ酸カルシウムの溶融相で覆われた非均質

デブリを想定し、UO2表面から水中へαおよびβ線が放出される際に、ケイ酸塩相の厚さがどのよ

うに影響するかを検討した。ケイ酸としてはケイ酸二カルシウム（2CaO・SiO2）を取り上げ、その

密度 3.11 を用いた。被覆厚さとしては、0.01、0.1、1、10 mm と変えて検討した。被覆厚 1 mm お

よび 10 mm の場合には、αおよびβ線ともコンクリート相で遮蔽され、水中への影響は抑制され

ることが分かった。被覆厚 0.1 mm の場合の結果を図 3.1.1-3 に示す。非均質デブリでは被覆によ

り線量率が大きく低下し、水中での飛程が分かりにくくなるため、ここでは縦軸を対数プロット

で表現している（以降も同様）。この結果を見ると、α線は 0.1 mm 厚のコンクリートで完全に遮

蔽されている。これに対し β線はコンクリート相を抜けて水中に出てくるが、水中の飛程は被覆

の無い場合に比べ、約 1/3 に減少（300 µm → 100 µm）に減少することが分かった。さらに図

3.1.1-4 に示した被覆厚 0.01 mm の場合の結果を見てみると、いずれの核種からのα線もコンク

コンクリート：UO2比 
 0：100 

 30：70 

 50：50 

 70：30 
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リート相を透過してくることが分かる。この場合、水中での飛程は約半分に減少（40 µm→ 20 µm）

していた。一方、β線の場合には 0.01 mm 厚のコンクリートではその飛程は 300 µm を示し、特に

影響は見られないと言える。 

 

 
図 3.1.1-3 コンクリート相被覆した非均質 MCCI デブリのαおよびβ線の飛程（厚さ 0.1 mm） 

 

 

 
 

図 3.1.1-4 コンクリート相被覆した非均質 MCCI デブリのαおよびβ線の飛程（厚さ 0.01 mm） 

 

 

(3) 合金デブリ中の燃料成分および FP、MA 元素の挙動 

 ここでは、合金デブリについて燃料成分および MA 元素の挙動について検討する。燃料デブリ中

に存在する合金成分あるいは金属反応生成物としては表 3.1.1-3 のようなものが考えられる。ま

ず、ステンレス鋼製配管や炭素鋼製圧力容器など鉄鋼材料と、ジルカロイ製被覆管やチャンネル

ボックスのような Zr 合金が反応して生成する Fe-Zr 合金がある。事故進展初期には制御棒内の
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B4C とステンレス鋼が低温で反応して、溶融落下、固化している。また、米国スリーマイル島原子

力発電所の過酷事故では、圧力容器内での炉心溶融に留まり、その結果還元雰囲気における金属

Zr による UO2等の還元反応が進行し、U を含む Fe-Zr 合金等が生成した[5]。今回の 1F の場合に

は、外部から空気等の流入があり、低酸素圧の状態にあったと考えられ、U含有合金相の存在は難

しいと思われる。ここでは、合金デブリとして、Fe-Zr を取り上げ、UO2 相との混合状態により、

均質合金デブリと非均質デブリに分けて検討する。なお、燃料成分である Puおよび MAである Np、

Am、Cm は UO2燃料中に存在するとした。 

 

表 3.1.1-3 合金デブリの分類と性質 

 

 分類 化合物 状態、挙動 

④  Fe-Zr 合金 Fe2Zr 溶融ステンレス鋼と被覆管との反応 

⑤  SUS-B4C 融体 Fe2B、Fe3C B4C とステンレス鋼が低温で反応、溶融 

⑥  U 含有合金相 U-(Fe,Zr) 
UO2の Zr 還元により生成した金属 Uが

Fe-Zr に溶解 

 

 

(a)均質合金デブリ 

 UO2相と合金相が細部にわたり混合し、均質体となっており、それぞれの相の組成と密度は、表

3.1.1-4 のようにした。ここで、Fe-Zr 合金相の組成と密度については表 3.1.1-5 のようになり、

UO2相との均質デブリ生成にあたって合金成分の組成を Fe：Zr=50：50 の組成とした。 

 

表 3.1.1-4 均質合金デブリの組成と密度 

成分 
Fe-Zr 

（50：50） 
70：30 50：50 30：70 UO2 

密度（g cm-3） 7.16 8.30 9.06 9.82 10.96 

 

 

表 3.1.1-5 合金成分の組成と密度 

成分 鉄 70：30 50：50 30：70 Zr 

密度（g cm-3） 7.87 7.46 7.16 6.92 6.51 

 

 

(b) 非均質合金デブリ 

 Fe-Zr 合金相は高温（1500 ℃）において溶融し、例えば、溶融炉心から UO2ペレットが溶融合

金に落下した場合、接触面において溶融合金がペレット表面を被覆することが考えられる。ここ
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では、UO2 ペレット表面が Fe-Zr 合金溶融相で覆われた非均質デブリを想定した。燃料および MA

成分は UO2ペレット中に UO2固溶体として存在し、かつ、合金相で被覆されていることから、水と

の接触は無く、ウランの酸化溶解に起因する他の MA 元素の溶出も抑制されると考えられる。 

これまでの議論では、燃料成分および MA 成分（Np、Am、Cm）は UO2相に固溶体として存在して

いるとしてきた。しかし、合金デブリでは活性金属として Zr を含有しており、高温における Zr

還元により、燃料成分や MA 成分の金属生成の可能性について検討する。熱力学計算ソフト HSC 

Chemistry, ver.10 を用いて作成した MO2（M＝U、Np、Pu、Am、Cm）の Zr 還元による金属生成反応

の自由エネルギー変化を図 3.1.1-5 に示す。これを見ると、Np や Pu は U と同様にΔG値が小さな

負値を示しており、還元反応が進行しにくいことが分かる。これに対し、AmO2 の場合には、同様

に大きな負値を示している。また、Am の場合には AmO2から Am2O3への還元も考えられ、その反応

のΔG値は大きな負値を示し、進行する。しかしながら、Am2O3と Zr との反応のΔG値は全温度領

域において正となり、還元反応が進行しないことが分かる。すなわち、Amの場合にはセスキ酸化

物までは還元されるものの、金属までは還元されず、Fe-Zr 合金中には MAを含有しないことが分

かる。Cmについても同様な挙動をすると考えられる。このことは、非均質合金デブリの場合、燃

料成分や MA 成分は酸化物相に存在し、合金相については被覆による放射線遮蔽の効果が見られる

ものと思われる。 

 

 
図 3.1.1-5 MO2（M＝U、Np、Pu、Am）および Am2O3の Zr 還元による金属生成反応の 

自由エネルギー変化
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(4) 合金デブリ中の放射性核種の放射線影響評価 

(a) 均質合金デブリ 

表3.1.1-5に示した均質合金デブリについて、α線β線の飛程をPHITS 3.14により計算した。

α線核種は、238Pu、239Pu、240Pu、241Am、244Cm とし、参考として 239Np についてβ線の飛程も示し

た。Fe-Zr(50：50)：UO2の混合組成が 0：100、70：30、50：50、30：70 の場合について、それ

ぞれの核種からの放射線の飛程の結果を図 3.1.1-6 に示す。横軸は距離、縦軸は線量を示す。こ

の結果を見ると、いずれの核種からのα 線も線量は UO2（核種）の比率に概ね比例して減少する

傾向、すなわち、UO2量が減少すると線量も低下することが分かる。一方、参考として 239Np から

のβ線について比較・検討した場合、β 線の線量も UO2（核種）の比率に概ね比例して変化し、

均質 MCCI デブリとは若干異なる傾向を示した。MCCI デブリは密度が低いため、飛程の長いβ線

の場合、デブリ内部から液相に出てくる放射線量が多くなり、単純に UO2の比率に比例しなかっ

たものと考えられる。これに対し、合金デブリは密度が高いため、デブリ内部から液相に出てく

る放射線が少なくなり、線量率がデブリ表層の組成比に従ったものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.1.1-6 均質合金デブリからのα線およびβ線の飛程に及ぼす組成の影響 

 

 

(b) 非均質合金デブリ 

ここでは、UO2ペレット表面が金属成分の主成分である Fe-Zr 合金の溶融相で覆われた非均質

デブリを想定し、UO2表面から水中へαおよびβ線が放出される際に、溶融合金相の厚さがどの

ように影響するかを検討した。Fe-Zr 合金としては Fe：Zr＝50：50 を取り上げ、その密度 7.16

Fe-Zr（50:50）：UO2比 
 0：100 

 30：70 

 50：50 

 70：30 
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を用いた。被覆厚さとしては、0.01、0.1、1、10 mm と変えて検討した。被覆厚 1 mm および 10 

mm の場合には、αおよびβ線ともコンクリート相で遮蔽され、水中への影響は抑制されること

が分かった。被覆厚 0.1 mm の場合の結果を図 3.1.1-7 に示す。この結果を見ると、α 線は 0.1 

mm 厚のコンクリートで完全に遮蔽されている。これに対しβ 線はコンクリート相を抜けて水中

に出てくるが、水中の飛程は被覆の無い場合に比べ、約 1/3 に減少（300 µm → 100 µm）に減少

することが分かった。さらに図 3.1.1-8 に示した被覆厚 0.01 mm の場合の結果を見てみると、い

ずれの核種からのα線もコンクリート相を透過してくることが分かる。この場合、水中での飛程

は約 1/4 に減少（40 µm → 10 µm）していた。一方、参考として 239Np からのβ線について比較・

検討した場合、飛程はほぼ合金相内に留まり、遮蔽された。これらのことは非均質 MCCI デブリ

の場合コンクリート相による遮蔽とは異なり、非均質合金デブリでは合金相の遮蔽効果が高い

ことが分かった。 

 

 
図 3.1.1-7 Fe-Zr 相被覆した非均質合金デブリのαおよびβ線の飛程（厚さ 0.1 mm） 

 

 

 
図 3.1.1-8 Fe-Zr 相被覆した非均質合金デブリのαおよびβ線の飛程（厚さ 0.01 mm）
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3.1.2 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築（連携先：原子力機構） 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

 α線やβ線に対するラジオリシス解析手法を整備するため、令和 2 年度には、ラジオリシス計

算に必要となるプライリ G 値、および 2 次反応に関する既往データの調査を行ったのちに、ラジ

オリシス解析コードへのこれらのデータの実装を行った。また、α線やβ線によるラジオリシス

の影響が及ぶ領域を把握するため、PHITS を用いて各放射性核種から放出される放射線の飛程お

よび線量率を見積もった。PHITS による計算では、塊状のデブリを想定した系と微粒子等の形で溶

液中に均一に分布した状態を想定した系の 2 種類を用意した。令和 3 年度は、3.1.1(1)において

解析した塊状（ペレット状）のデブリ表面から放出されるα線およびβ線を対象として、線量率

分布のモデル化およびモデル化した線量率分布に基づくラジオリシス解析を実施し、酸化剤生成

挙動の評価を行った。 

 

② 令和 3年度実施内容および成果 

(1) デブリから放出されるα線、β線の線量率分布 

 物質中を進む放射線の強度は線源からの距離に応じて減衰する。3.1.1 に示したようにα線、β

線の飛程は短く、影響を与える範囲は狭い。また、α、β核種は汚染水の下部などに局所的に不

均一に分布していると考えられることから、これらの放射線のラジオリシスへの影響を評価する

際には線量率の詳細な空間分布を考慮する必要がある。本項目では、まず 3.1.1 で対象とした各

デブリに対する放射線輸送計算結果を使ってα線、β線の線量率分布をモデル化し、その後のラ

ジオリシス解析のインプットデータとして整備した。非均質デブリに関しては、3.1.1 で検討した

被覆厚さのうち、核種からの放射線が液相に出てくる最大の厚さである 0.01 mm を対象とした。

放射線が水中に出てくる点を原点とし、その位置の線量率で切片を固定して指数関数によるフィ

ッティングを行った。均質合金デブリ、非均質合金デブリ、均質 MCCI デブリ、非均質 MCCI デブ

リに対するフィッティング結果を図 3.1.2-1～図 3.1.2-4 に示す。均質デブリについては比較的

良い再現性が得られたが、非均質 MCCI デブリなどでは、輸送計算結果が y切片近傍でやや上に凸

の傾向を示し、再現性が少し悪くなる傾向があった。これは、線源の厚みの影響により、やや複

雑な線量率分布となっているものと推察された。高次の多項式フィッティングを用いるなど、引

き続き検討を進める必要がある。 

 

(2) 線量率分布を考慮したラジオリシス解析 

 ラジオリシス解析には COMSOL Multiphysics®の化学反応工学モジュールを用いた。令和 2年度

に調査した水のラジオリシスデータセットを入力するとともに、ラジオリシスで生成する安定化

学種（H2、O2、H2O2）の拡散を考慮し、(1)において指数関数でモデル化した線量率分布を用いて、

解析を実施した。水溶液は脱気した純水（初期 DO＝0 ppm）とし、x軸方向の拡散のみを想定した。

解析体系のイメージを図 3.1.2-5 に示す。放射線分解は始端部（x＝0 m）側で生じるものとし、

終端を x＝0.01 m（0.01 m 以降は拡散しない。）に設定した。水で満たされた長さ 0.01 m の容器

の一方から放射線を照射するような状況を模擬していることになる。均質合金デブリ、非均質合

金デブリ、均質 MCCI デブリ、非均質 MCCI デブリに対するラジオリシス解析結果を図 3.1.2-6～

図 3.1.2-9 に示す。図は始端部から 1 µm、100 µm、10 mm（＝0.01 m）の 3点の位置での H2O2濃

度の時間変化を抽出したものである。均質デブリに対しては UO2 30％および 100％の条件を対象
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とした。また、非均質デブリに対しては放射線が液相に出てくる最大の厚さである 0.01 mm の被

覆厚さを対象とした。なお、非均質合金デブリの 239Np からのβ線の解析は収束性が悪く、解析結

果が得られなかったため、非均質合金デブリの解析に対してはα核種の結果のみを掲載した。 

 前項目の図 3.1.1-2～図 3.1.1-4 および図 3.1.1-6～図 3.1.1-8 に見られるように、α線の飛程

は 5～40 µm 程度であった。一方、ラジオリシス解析による H2O2濃度はいずれの解析結果において

も 1 µm、100 µm ではほぼ同じ値となっており、放射線の飛程よりやや広い範囲でほぼ時間差無く

均一な H2O2濃度となっていることが分かった。 

 α線とβ線を比較すると、線量率はβ線の方が小さいが、飛程が長く、より広範囲で放射線分

解が起こるため、H2O2濃度が高くなった。 

 均質デブリと非均質デブリのα線の結果を比較すると、今回の被覆厚さ（0.01 mm）では非均質

デブリの方が線量率は約 1桁小さかったが、H2O2の濃度は数桁から数十桁低くなった。一方、β線

の結果では、非均質デブリの方が H2O2 濃度が高くなる傾向があった。β線に対する被覆の遮蔽の

効果が小さいことに起因した結果であると考えられる。 

 これらの結果から、飛程や線量率の変化に対して H2O2 濃度は大きく変化することが分かった。

腐食環境の評価には詳細なラジオリシス解析が重要であると言える。 

均質デブリの解析結果の中で、UO2 100％の条件での 244Cm の結果のみ、線源近傍で長時間（1E+5

秒（＝28 時間））照射時の H2O2濃度が急増する結果が得られたが、X＝10 mm（＝0.01 m）の解析結

果には変化が出ていないため、系全体の H2O2濃度への影響は小さいものと推察された。 

今回実施したすべての解析結果において H2O2 濃度は飽和しておらず、より長時間の影響評価が

必要であると言える。令和 3年度の解析では、解析の収束性の問題により x＝0.01 m を終端とし、

1E+5 秒を解析の終了時間と設定した。令和 4年度はより影響の大きいβ線や特異な挙動を示した
244Cm に着目し、解析手法の改良を図りつつ、より広範囲かつ長時間の解析を検討する。 
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図 3.1.2-1 均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（1/3）
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図 3.1.2-1 均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（2/3）
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図 3.1.2-1 均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（3/3）
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図 3.1.2-2 非均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（1/3）
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図 3.1.2-2 非均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（2/3）
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図 3.1.2-2 非均質合金デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（3/3）
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図 3.1.2-3 均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（1/3）
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図 3.1.2-3 均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（2/3）
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図 3.1.2-3 均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（3/3）
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図 3.1.2-4 非均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（1/3） 
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図 3.1.2-4 非均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（2/3）
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図 3.1.2-4 非均質 MCCI デブリに対する線量率分布のフィッティング結果（3/3） 
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図 3.1.2-5 線量率分布および化学種の拡散を考慮したラジオリシス解析体系 
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図 3.1.2-6 均質合金デブリに対するラジオリシス解析結果（1/2）
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図 3.1.2-6 均質合金デブリに対するラジオリシス解析結果（2/2）
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図 3.1.2-7 非均質合金デブリに対するラジオリシス解析結果（1/2） 
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図 3.1.2-7 非均質合金デブリに対するラジオリシス解析結果（2/2） 
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図 3.1.2-8 均質 MCCI デブリに対するラジオリシス解析結果（1/2） 
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図 3.1.2-8 均質 MCCI デブリに対するラジオリシス解析結果（2/2） 
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図 3.1.2-9 非均質 MCCI デブリに対するラジオリシス解析結果（1/2） 
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図 3.1.2-9 非均質 MCCI デブリに対するラジオリシス解析結果（2/2） 
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(3) まとめ 

令和 3年度の成果としては以下のようにまとめられる。 

 

1) デブリ中MA成分の状態・放射能量の溶出挙動評価 

MCCIデブリや合金デブリ中の燃料成分（Pu）およびMA成分（Am、Cm）の状態評価と溶出挙動評

価を行うとともに、α線によるPCV材への腐食影響について評価した。 

具体的には、酸化物相とケイ酸塩相の均等分散あるいは酸化物相と合金相の均等分散による均

質デブリ、ならびに、酸化物相がケイ酸塩相あるいは合金相により被覆された非均質デブリにつ

いて、形態および組成評価を行うとともに、放射線の飛程や線量率について評価した。 

 

2) 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築（連携先：原子力機構） 

①で検討したMAの状態を考慮した環境で、α線、β線の線量率分布の詳細化を行うとともに、

詳細評価した線量率に対応したラジオリシス解析を実施することにより、ラジオリシス評価モデ

ルの構築を行った。具体的には、α線、β線の線量率分布と水溶液中での化学種の拡散を考慮し

たラジオリシス解析を実施し、バルク環境中での酸化剤の濃度分布の評価を可能とした。 
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3.1.3 α線、β線照射による腐食影響評価（連携先：原子力機構） 

 ① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

これまで、腐食加速に及ぼす放射線分解水質の影響は、外部線源を用いたγ線照射による溶

液全体の吸収線量の平均値として評価してきた。しかし、α線やβ線の様な空間的に密なエネ

ルギーを与える溶存核種が及ぼす放射線分解水質を考えると、局所的に放射線分解による腐食

が加速する可能性もある。本項目では、α線、β線の直接照射による腐食影響を明らかとする

ことを目的としてα線源およびβ線源を用いた電気化学試験を実施する。そのために、令和 2

年度はα線源、β線源を用いた腐食評価を実施するための電気化学試験セルを作製した。製作

した試験セルの概要図および写真図を図 3.1.3-1 に示す。 

 

 

 
 

図 3.1.3-1 電気化学試験セル概要図 

 

 

本試験セルは、試験部下部に密封線源を設置し、試験電極表面と、線源との距離を、マイク

ロメータにより任意に設定可能となっている。α 線および β 線の飛程を考慮し、線源と試験

溶液との間は 50 µm 厚または 7 µm 厚のポリイミド薄膜（カプトン®）で隔離するよう工夫した。

作用極として、ポリエーテルエーテルケトン（Polyetheretherketone：以下、PEEK と略記。）埋

め込み型の円筒型電極（外径 4 mm、試験電極部径φ2 mm）を取り付ける。 

また、本セルにおいて、下部に密封線源を設置した条件でのα 線および β線の飛程を PHITS

により評価した。結果を図 3.1.3-2 に示す。
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(a)α線源 

 

 
(b)β線源 

 

図 3.1.3-2 PHITS による各線源の飛程評価結果 

 

 

 

 ② 令和 3年度の実施内容および成果 

令和 3 年度は、密封β線源を用いて、電気化学試験を実施した。線源種および線源強度を表

3.1.3-1 に、写真図を図 3.1.3-3 に示す。 

 

表 3.1.3-1 密封線源 

線源種 放射線類 崩壊数 

90Sr β線 3 MBq 

(241Am:3MBq) 
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図 3.1.3-3 密封β線源 

 

 

この線源を令和 2 年度に製作した電気化学試験装置にセットし、試験を実施した。使用した

試験系の写真図を図 3.1.3-4 に示す。 

 

 

 
図 3.1.3-4 β線照射下電気化学試験の試験系 

 

 

電気化学試験に際して、試験セルの下部の線源ホルダ―に、図 3.1.3-5 に示すように線源を

セットし、その上部に電気化学試験セルをセットすることで、試験セル下部より試験溶液がβ

線により照射される。
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図 3.1.3-5 密封線源を用いた電気化学試験セル概要と線源ホルダ写真図 

 

 

電極は先端が露出した PEEK 埋め込み電極を用いた。各電極は電気化学試験セルの上部フラ

ンジ部に固定され、フランジ部の位置をマイクロメータにより調整することで、電極先端と線

源との距離を 0.5 mm、1.0 mm、3.0 mm として、それぞれの位置での腐食電位、および分極抵抗

を測定した。また、比較データとして、線源無しの非照射下条件で、同一の試験系により測定を

行い、データを取得した。試験条件を表 3.1.3-2 にまとめる。また電極材の化学組成を表 3.1.3-

3 および表 3.1.3-4 にまとめる。 

 

表 3.1.3-2 実験条件 

温度 25 ℃ 

溶液 200 倍希釈人工海水（Cl-：100 ppm） 

溶液量 10 mL 

溶存酸素 大気飽和 

作用極 炭素鋼、ステンレス鋼（SUS316L） 

参照極 Ag/AgCl/sat.KCl 

 

 

表 3.1.3-3 炭素鋼の化学成分（％） 

C Si Mn P S Al Cr Cu Ni Mo Nb 

0.16 0.27 1.02 0.010 0.008 0.015 0.09 0.10 0.10 0.02 0.006 

 

Ti V Fe 

0.010 0.010 Base

 
表 3.1.3-4 ステンレス鋼（SUS316L）の化学成分（％） 

C Si Mn P S Ni Cr Mo Co Fe 

0.009 0.62 1.17 0.033 0.005 12.13 17.18 2.05 0.23 Base 
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炭素鋼に関する腐食電位および分極抵抗の測定結果を図 3.1.3-6、および図 3.1.3-7 にそれ

ぞれ示す。 

 

 
図 3.1.3-6 β線照射下での炭素鋼の腐食電位測定結果と非照射下での 

腐食電位測定結果との比較 

 

 

 
図 3.1.3-7 β線照射下での炭素鋼の分極抵抗測定結果と非照射下での測定結果との比較
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非照射とβ線照射下で比較すると、腐食電位において約 30 mV 照射下での測定結果の方が、

電位が貴であった。ただし、電位測定結果の誤差を考えると、この差異は有意であると言い難

い差であることから、より詳細な検討が必要であると考える。一方、分極抵抗においては、試

験時間 500 時間までは照射の顕著な影響は確認されなかったが、500 時間以上では、β線照射

条件では、非照射条件より、分極抵抗が低い結果となった。一般的に、分極抵抗の逆数は炭素

鋼の腐食速度に比例すると言われており[3.1.3-1]、このことと、実験結果より、ベータ線によ

り炭素鋼の腐食が加速されている可能性が示唆された。また、照射、非照射ともに、時間とと

もに分極抵抗が減少する傾向が確認された。これは、試験時間が経過するにつれ、電極表面が

溶出し、電極の実効面積が、試験時間とともに増加したためではないかと推測している。 

316L ステンレス鋼に関する腐食電位および分極抵抗の測定結果を図 3.1.3-8、および図

3.1.3-9 にそれぞれ示す。 

 

 
 

図 3.1.3-8 β線照射下での 316L ステンレス鋼の腐食電位測定結果と 

非照射下での腐食電位測定結果との比較
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図 3.1.3-9 β線照射下での 316L ステンレス鋼の分極抵抗測定結果と 

非照射下での測定結果との比較 

 

 

非照射とβ線照射下で比較すると、腐食電位において約 100 mV 照射下での測定結果の方が、

電位が貴となった。一方、分極抵抗に関しては、ばらつきの範囲で明確な照射の影響は確認さ

れなかった。 

これらの結果に関して、照射の影響の 1 つである、過酸化水素の生成の寄与をラジオリシス

解析[3.1.3-2]により検討した。ラジオリシス解析はCOMSOL Multiphysics® Ver.5.4を用いた。 

解析条件は、前述の実験条件に合わせ、吸収線量は令和 2年度に実施した PHITS による解析結

果へ指数関数フィッティングを行い、線源からの距離の関数として表現することで実施した。

ラジオリシスのみを考慮した解析結果を図 3.1.3-10 に示す。 
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図 3.1.3-10 ラジオリシスによる過酸化水素の生成量解析結果 

 

 

解析より、吸収線量分布に応じて、線源からの距離が近いほど、過酸化水素濃度が高くなる

結果となった。一方、実測結果において、腐食電位、分極抵抗ともに、線源からの距離依存性

は確認されていない。そこで、試験液内の過酸化水素の拡散に着目し、拡散とラジオリシスの

連成計算を実施した。結果を図 3.1.3-11 に示す。 

 

 
図 3.1.3-11 ラジオリシスと拡散の連成解析による過酸化水素の生成量解析結果 

 

 

これより、拡散を考慮すると、線源からの距離依存性が拡散により小さくなる結果となった。

これより、ラジオリシスによる過酸化水素の生成と拡散による均一化が要因の 1 つとなって、

実験結果のような照射の影響が表れたと推定された。
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そこで、特に顕著な差異があった、炭素鋼の分極抵抗およびステンレス鋼の腐食電位に関し

て、過酸化水素の影響を検討した。炭素鋼の腐食への過酸化水素の影響を評価する指標の 1 つ

として、Cathodic reaction index が提案されている[3.1.3-3][3.1.3-4]。これは、酸素と過

酸化水素の拡散限界電流の和を酸素と過酸化水素の濃度の数式として表現したもので、

[O2]+0.4×[H2O2]で定義される、照射下での炭素鋼の腐食速度を表現する指標の 1つとして提案

されているものである。ここで、[O2]は溶液中酸素濃度（mol/L）、[H2O2]は溶液中過酸化水素濃

度（mol/L）である。β線による系内の Cathodic reaction index の変化を前述のラジオリシス

－拡散連成解析で導出した結果を図 3.1.3-12 に示す。 

 

 
図 3.1.3-12 ラジオリシス-拡散連成解析により導出された 

Cathodic reaction index の時間変化 

 

 

Cathodic reaction index は照射による増加傾向を示した。しかし、その増加量は、全体の

1 割程度であり、分極抵抗の差異を説明するには不十分であり、さらなる検討が必要であると

思われる。 

ステンレス鋼の腐食電位に関して、図 3.1.3-13 に示す、ステンレス鋼の腐食電位の過酸化

水素濃度依存性の報告[3.1.3-5]を基に、過酸化水素とステンレス鋼の電位の関係を数式化し、

過酸化水素の寄与によるステンレス鋼の腐食電位の時間変化を推定した。結果を図 3.1.3-14 に

示す。 
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図 3.1.3-13 数式化されたステンレス鋼の腐食電位の過酸化水素濃度依存性 

 

 

 
図 3.1.3-14 照射下でのステンレス鋼の腐食電位とラジオリシス解析による推定値との比較 

 

 

ラジオリシス解析を基に推定された腐食電位は、実測値より高い結果となった。これは、試

験において、炭素鋼より溶出した鉄イオンが、試験系全体に影響し、その結果、ラジオリシス

により生成された過酸化水素が、拡散中に共存鉄イオンにより一部消費され、過酸化水素濃度

が低下したためではないかと推測された。 

これらの結果から、特に顕著に影響が確認されたステンレス鋼の腐食電位に関して、各放射

線の影響を解析により検討した。α線源として、241Am、γ線源として、137Cs および 60Co の場合

のステンレス鋼の電位変化を同様に推測し、ベータ線と比較した。吸収線量は、令和 2 年度に

報告したように PHITS により導出した値に対し、フィッティング関数を決定しそれを用いてラ
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ジオリシス解析を実施した。放射線種により、線源からの飛程が異なるため、解析領域は、線

源より 500 µm とした。これは、一般的な静止水中の金属表面における酸化剤種の拡散層厚さに

相当する領域である。また、線源強度は、本研究において入手した公益社団法人日本アイソト

ープ協会製の密封線源に合わせ、α、β線源は 3.0 MBq、ガンマ線源は 3.7 MBq とした。解析

結果を図 3.1.3-15 に示す。 

 

 

 
 

図 3.1.3-15 各放射線源からの放射線による過酸化水素の生成量解析結果 

 

 

この解析結果から、各放射線下での過酸化水素によるステンレス鋼の腐食電位の時間変化を

推測した。結果を図 3.1.3-16 に示す。 
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図 3.1.3-16 各放射線により生成した過酸化水素による 316L ステンレス鋼腐食電位の 

時間変化の推測結果 

 

 

この結果より、β線に比べてα線の方が、より大きな電位の貴化をもたらす可能性が示唆さ

れた。α線については今後、実験的に評価する必要があると考える。 

 

 ③ まとめ 

密封β線源および令和 2 年度に製作した電気化学試験セルを用いて、ベータ線照射下電気化

学試験を実施した。その結果、炭素鋼の分極抵抗、および 316L ステンレス鋼の腐食電位に顕著

な照射への影響と思われる差異が確認された。ラジオリシスと拡散の連成解析を行い、実験系

の過酸化水素の時間変化を解析し、その結果と実験結果を比較し、定性的には過酸化水素の生

成による影響と実測結果で得られた傾向は一致した。 

 

 

.
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3.1.4 放射線下における水への気相ラジオリシスの影響 

   （再委託先：量研機構、連携先：原子力機構） 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

図 3.1.4-2 および 3.1.4-3 に後掲する照射体系を用いてγ線照射を行い、γ線照射により

生じるラジカル種を ESR により測定するアラニン線量計を用いて照射容器内の線量を計測し

た。気体や水溶液の組成を制御した試料をγ線照射するために、ガス環境を制御可能な試料

調製用のグローブボックスを整備した。グローブボックスには、内部を迅速にガス置換する

ために排気用ポンプと、注入するガス量や組成を制御するためにガスボンベとマスフローメ

ータを接続した。ガス分析用のガスクロマトグラフと、水溶液分析用のイオンクロマトグラ

フを整備し、γ線照射によって生じた NO3-イオンを検出できることを確認した（図 3.1.4-1）。 

 

 

 
図 3.1.4-1 標準試薬のイオンクロマトグラムおよび、30 kGy のγ線を照射した空気飽和水の

NO2-および NO3-イオンの測定（出典：令和 2年度成果報告書[3.1.4-5]） 

 

 

 ② 令和 3年度の実施内容および成果 

  (1) 照射試験および解析等 

  (a) 気液共存下のラジオリシス解析に係るインプット整備 

1F の OCV 内では、運転中の炉内の水化学環境とは異なり、気相部分が多く存在する。建屋

内に飛散した放射性物質によりこの気相空間は放射線環境下におかれており、汚染水中の構

造物の腐食に対して無視できない影響を及ぼす可能性がある。本研究では、気液共存下にお

いて気相のラジオリシスが液相中の酸化剤生成挙動に与える影響を把握するため、γ線照射

実験およびラジオリシス解析を行った。 

気液共存状態の試料にそのまま放射線を照射すると、密度の大きい液相のラジオリシスが

支配的となり、気相の影響を確認することが困難となる。そこで、本実験では液相部を遮蔽

することにより液相におけるラジオリシスを可能な限り抑制し、気相のラジオリシスの寄与
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を検知することを検討した。令和 2年度に整備した液相部を遮蔽した状態でのγ線照射実験

体系（図 3.1.4-2 および図 3.1.4-3）を用いて、気液共存試料への照射実験を行った。遮蔽

部の高さは 40 mm であるが、回折により上部は線量率が高くなるので、液相部は遮蔽部の高

さより低めになるよう設定した。具体的には容量 20 ml のバイアル瓶に対して、溶液を 5 ml

添加し、瓶底の厚さと液相部高さの合計を 15 mm とした（図 3.1.4-3）。照射実験は量研機構 

高崎量子応用研究所のγ線照射施設を利用した。令和 2年度の線量率測定結果から、液相部

の線量率は 0.012（5 mm 高さ）～0.016（17 mm 高さ）kGy/h と得られている。溶液は純水と

し、雰囲気は大気飽和および窒素飽和の 2条件とした。いずれの条件においても、バイアル

瓶はブチルゴムセプタムで密閉した。窒素への置換は窒素雰囲気のグローブボックス内で一

晩以上かけて行った。照射後試料の分析の際に未照射試料についてもガス分析を行い、容器

内の酸素の量を確認した。また、照射実験に用いるものと同型のバイアル瓶に実験と同量の

純水を加えた環境で相対湿度の測定を室温・非照射下で行った。湿度測定には Vaisala 社製

の湿度温度計 HM70 を用い、専用の HMP77 プローブを容器内に挿入し、容器の口をパラフィ

ルムで覆って外界と遮断した。相対湿度は室温で約 98％であった。γ線照射は室温で行い、

最長 310 時間まで照射した。 

照射後試料の分析には、「②溶液、ガス成分分析等」において整備したイオンクロマトグラ

フを用いた。このイオンクロマトグラフによって照射に伴い生成する硝酸イオン（NO3-）と亜

硝酸イオン（NO2-）の液相中の濃度を分析した。加えて、ガスクロマトグラフ（株式会社島津

製作所製 GC-2014、カラムには株式会社島津製作所製のモレキュラーシーブを使用）による

気相中の H2および O2の分析、ヨウ素滴定法（株式会社 HIRANUMA 製 HP-300）による液相中の

H2O2濃度測定、pH メーターによる溶液の pH測定も実施した。 

 実験結果を表 3.1.4-1 に示す。同じ条件につき 2試料ずつ照射、分析を行っている。この

うち、NO3-と NO2-の濃度の時間変化を図 3.1.4-4 に示す。ガスクロマトグラフィの結果から、

窒素置換したサンプル（以下、「窒素飽和条件」という）中の気相の酸素濃度は 1％程度であ

ることが確認されたが、このような条件では窒素酸化物（NO3-と NO2-）はほとんど発生しない

ことが分かった。一方、雰囲気の制御を行っていない大気飽和条件では窒素酸化物は照射時

間に対して直線的に発生した。また、NO3-の発生量は NO2-の 10 倍程度に高くなった。NO3-と

NO2-の比率は溶液中での酸化還元反応によって決まる可能性もあるため、両イオンの和を求

め、この値を気相由来の“窒素酸化物”の発生量とした（図 3.1.4-5）。直線の傾きから窒素

酸化物の発生速度を計算したところ、8.3×10-11 mol/l/s と得られた。線量率 0.016 kGy/h

と仮定して窒素酸化物の発生収率（G値）を計算し、0.179 個/100 eV と得られた。この収率

を以降のラジオリシス解析のインプットとして活用するとともに、実験結果を解析結果の妥

当性評価に用いることとした。 
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表 3.1.4-1 気液共存下のγ線照射実験結果（1/2） 

 

 大気飽和条件（1セット目） 

照射時間 

(h) 
pH 

H2O2 liquid 

(mol/L) 

H2 gas  

(％) 

O2 gas  

(％) 

NO3- liquid 

(mol/L) 

NO2- liquid  

(mol/L) 

0 7.9 0 0 20.0 0 0 

73 6.8 7.9E-5 0.1 19.4 2.2E-5 3.3E-6 

237 7.3 1.2E-4 0.4 17.3 6.9E-5 7.0E-6 

310 6.7 1.8E-4 0.7 18.8 9.0E-5 8.6E-6 

 

 大気飽和条件（2セット目） 

照射時間 

(h) 
pH 

H2O2 liquid 

(mol/L) 

H2 gas 

(％) 
O2 gas 

NO3- liquid 

(mol/L) 

NO2- liquid 

(mol/L) 

0 7.9 0 0 20.0 0 0 

73 6.6 7.9E-5 0.1 19.9 1.6E-5 2.2E-6 

237 7.2 1.2E-4 0.3 19.4 6.6E-5 5.4E-6 

310 7.1 7.5E-5 0.5 18.9 7.5E-5 7.3E-6 
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表 3.1.4-1 気液共存下のγ線照射実験結果（2/2） 

 

 窒素飽和条件（1セット目） 

照射時間  

(h) 
pH 

H2O2 liquid 

(mol/L) 

H2 gas  

(％) 

O2 gas  

(％) 

NO3- liquid  

(mol/L) 

NO2- liquid  

(mol/L) 

0 8.7 0 0 1.5 0 0 

73 8.6 0 0.1 0.6 2.0E-5 0 

237 7.2 3.0E-7 0.5 1.4 0 0 

310 7.2 0 0.7 1.7 1.5E-6 0 

 

 

 窒素飽和条件（2セット目） 

照射時間  

(h) 
pH 

H2O2 liquid 

(mol/L) 

H2 gas  

(％) 
O2 gas 

NO3- liquid  
(mol/L) 

NO2- liquid 
(mol/L) 

0 8.7 0 0 1.5 0 0 

73 7.6 0 0.1 1.0 1.1E-5 0 

237 7.1 0 0.3 0.8 0 0 

310 7.2 6.5E-6 0.6 0.9 0 0 
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図 3.1.4-2 γ線照射の様子（線源は右側） 

（出典：令和 2年度成果報告書[3.1.4-5]） 

 

 

 

 

 
図 3.1.4-3 γ線照射実験体系のレイアウト 
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図 3.1.4-4 気液共存試料のγ線照射実験により得られた NO3
-と NO2-の濃度の時間変化 
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図 3.1.4-5 気液共存試料へのγ線照射における NO3-と NO2-の和の時間変化 

 

 

  (b) 気液共存下を想定したラジオリシス解析 

気液共存下のラジオリシス解析を行うにあたって、2つの方法が考えられた。1つは、気相

のラジオリシス計算モデルを整備し、これまでに整備した液相のラジオリシス計算モデルと

合わせることで 2相系の計算を行う方法であり、もう 1 つは、実験結果から気相のラジオリ

シスの影響推定し、液相のラジオリシス解析のインプットとして用いる方法である。気相の

ラジオリシスにおける化学反応のデータセットは報告があるが[3.1.4-1]、実験結果との比較

による検証が十分とは言えないことから、前者の 2 相系のラジオリシス解析手法の導入につ

いては、引き続き実験データを拡充した上で検討を行うこととした。令和 3年度は、(1)で取

得した窒素酸化物の発生収率をインプットとして用いて、照射に伴い窒素酸化物が徐々に液

相に移行する様子を窒素酸化物の G 値（窒素酸化物の濃度の時間変化は G値と線量率との積

の形で表現される。）の形でモデルに組み入れ、液相単相でのラジオリシス解析を実施した。 

液相に移行する時の窒素酸化物の化学形が明確ではないため、表 3.1.4-2 に示す複数の初

期状態を仮定した。これらを考慮した解析結果のうち、H2O2濃度と pH の時間変化を図 3.1.4-

6に示す。実験結果と比較すると、解析結果では照射によって若干のpHの低下が見られたが、

いずれの解析ケースにおいても pH が大きく低下した。初期状態に HNO3や HNO2を考慮した場

合は、これらの解離が pH低下の原因である。また、NO2のケースでは、NO2の加水分解（2NO2

＋H2O → HNO3＋HNO2）による HNO3と HNO2の生成およびこれらの解離が pH低下の原因である

と推察される。一方、H2O2 濃度の結果を見ると、実験値は純水のラジオリシス解析結果と同

程度であったが、窒素酸化物を考慮することにより H2O2発生速度が遅くなった。 

これらの結果から、窒素酸化物を考慮したいずれのケースにおいても解析では窒素酸化物

の効果を過剰に見積もっていると考えられる。この原因として、①窒素酸化物の収率（発生

速度）を過大評価している、②ラジオリシスデータセットに改良の余地がある、の 2 つの理

由が考えられた。 

①については、「照射中は気相中に滞在した窒素酸化物が、分析までの間に液相に移行し、

NO3-または NO2-として検出された」という可能性が考えられる。照射中に気相中に存在する窒
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素酸化物は液相のラジオリシスに寄与しないため、解析では過剰な窒素酸化物を考慮してし

まっていることになる。窒素酸化物（NO2で仮定）の G 値をより小さく設定するため、0.179 

個/100 eV に対して 1×10-1～1×10-6倍変化させた時の解析結果を図 3.1.4-7 に示す。G値の

減少により照射に伴うpHの低下は抑えられ、1/10～1/100あたりで実験値に近い値を示した。

一方、H2O2濃度は、G値の減少に伴い減少し（1×10-1～1×10-2倍の結果）、その後純水の結果

に近付く形で増加した（1×10-2～1×10-6倍の結果）。窒素酸化物の G 値が小さいほど H2O2の

濃度は実験結果に近くなるという結果となった。実験結果で見られた pH の低下は微量の溶

存酸素が影響している可能性も考えられる。これらの検討を踏まえ、現状では、窒素酸化物

の収率を、実測の生成濃度に基づく値より 1×10-6 倍程度小さく見積もることで解析モデル

を改善できることを確認した。ただし、さらに正確な G 値の確認のためには、照射後速やか

にサンプルを静置した状態で分取し、イオンクロマトグラフにかけることにより、液相への

実際の移行量を測定することが有効であると考えられる。 

②については、各反応の速度定数の測定結果を再確認したり、速度定数の感度解析を行っ

たりすることにより、計算結果と解析結果の不一致の原因となる反応を抽出する作業が必要

である。 

令和 4 年度にはこれらの可能性を考慮しつつ、気相ラジオリシスの影響を適切に評価する

方法を検討する。 

 

 

表 3.1.4-2 窒素酸化物を考慮したラジオリシス解析における窒素酸化物の G値 

 入力 G値（個/100 eV） 

表記 HNO3 HNO2 NO2 

HNO3 0.179 0 0 

HNO2 0 0.179 0 

NO2 0 0 0.179 

HNO3/ NO2 0.0895 0 0.0895 

HNO2/ NO2 0 0.0895 0.0895 
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図 3.1.4-6 気液共存試料へのγ線照射における H2O2濃度と pH の時間変化 

（実験と解析結果） 
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図 3.1.4-7 気液共存試料へのγ線照射における H2O2濃度と pH の時間変化 

（NO2の G値を 1×10-1～1×10-6倍した時の実験結果との比較） 
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 (2) 溶液、ガス成分分析等（再委託先：量研機構） 

  (a) 窒素酸化物定量解析技術の確立 

令和 2 年度では、イオンクロマトグラフの整備により気相/液相混在試料の主生成物と考

えられる NO2-や NO3-といった窒素酸化物を検出する技術を確立した。令和 3 年度は、これら

の窒素酸化物を分離するカラムの温度を安定化し、正確に再現良く定量分析するため、既存

のイオンクロマトグラフ（Agilent 製 1200 シリーズ）にカラムコンパートメント（Agilent

製 1260 Infinity II、G7116A）を接続した（図 3.1.4-8）。試料の分析条件として、流速 1.0 

mL/min、分析カラム（Shodex 製 IC YS-50、Shodex 製 IC 90-4E、株式会社島津製作所製 IC-

4C）を併用、カラム温度 40 ℃、サンプル注入量 1.5 mL、アニオンサプレッサーカラム（株

式会社島津製作所製)、電気伝導度検出器（株式会社島津製作所製、CDD-10A SP）で行った。

0.1 mM NO2-水溶液をイオンクロマトグラフ分析したところ、保持時間 5.3 min に鋭いピーク

が観測された（図 3.1.4-9、赤線）。同様に、0.1 mM NO3-水溶液の定量分析を行った結果、6.4 

min に鋭いピークが観測された（図 3.1.4-9、青線）。また、超純水中に各種陰イオン（塩化

物イオン、フッ化物イオン、臭化物イオン、硫化物イオンなど）を極微量含んだ標準試薬を

分析したところ（図 3.1.4-9、黒線）、NO2-および NO3-とは異なる保持時間に観測され、気相/

液相混在試料中の各窒素酸化物の分析に夾雑イオンが影響を及ぼさないことを確認した。 

 

 

 
 

図 3.1.4-8 カラム温度を安定化させるためのカラムコンパートメントを導入した 

         液体成分分析用の液体クロマトグラフ 

         （破線で囲った部分がカラムコンパートメント） 
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図 3.1.4-9 窒素酸化物および標準試薬のイオンクロマトグラム 

（赤線：NO2-、青線：NO3-、黒線：各種陰イオン） 

 

 

次に、異なる濃度の NO2-水溶液（0.02、0.1、0.5 mM）および NO3-水溶液（0.1、0.6、1.2 

mM）について、それぞれイオンクロマトグラフによる分析を行い、各濃度におけるピーク面

積をプロットした検量線（図 3.1.4-10）を作成した。以下の（式 1）および（式 2）より、気

相/液相混在試料中の各窒素酸化物の濃度を求めることができる。 

 

  [NO2-]＝[ピーク面積] / 320         （式 1) 

 

  [NO3-]＝[ピーク面積] / 250     （式 2） 

 

 
 

図 3.1.4-10 窒素酸化物の液体クロマトグラフの検量線 
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(b) γ線照射による窒素酸化物生成収率 

    1) 気液割合の効果 

図 3.1.4-11 に示したように、ガラス製バイアル瓶（PerkinElmer、容積 20 mL）に 3種

類の気液組成比（気：液＝0：100、50：50、75：25）で空気飽和した純水をアルミシール

蓋（PerkinElmer）で封入し、量研機構 高崎量子応用研究所 60Coγ線照射施設にて、室温

にてγ線照射（線量率：5 kGy/h、線量：15～80 kGy）を行った。なお、この実験では 3.1.4

①で示した液相部の遮蔽は行っていない。その後、照射によって生じた窒素酸化物である

NO2-と NO3-を、上記イオンクロマトグラフにて分析したところ、5.3 および 6.4 min に窒

素酸化物のピークが観測された。図 3.1.4-12 に気液比 50：50 の試料に対し、80 kGy 照

射した時のクロマトグラフを示す。各気液組成比の空気飽和水のγ線照射により生成す

る窒素酸化物の収量は、γ線の吸収線量の増加に伴い増加した（図 3.1.4-13）。また、ポ

ータブル pH メーター（METTLER TOLEDO、Seven2GOTM）で計測したところ、80 kGy までの

線量では、試料の pH はほぼ 7 のまま変化しなかった。窒素酸化物の収量と吸収線量のプ

ロット（図 3.1.4-13）を線形近似し、以下の式 3により放射線化学的な生成収率（G 値）

を見積もった（表 3.1.4-3）。 

 

G-value (molecules / 100 eV) = d C/ d D × k  （式 3） 

 

ここで、C は窒素酸化物の収量、D は吸収線量、k は単位変換係数（0.104 µmol/L/Gy）

を表す。 

 

NO3-は、気相：液相＝0：100 の条件でも少量生成し、75：25 の条件において G値は 6.3

×10-3と最も高くなった（表 3.1.4-3）。このことから、水中に溶解している窒素と放射線

照射による活性種との反応により NO3-が生じることが考察される。これは、水の放射線分

解によって生じた活性種と水中に溶存している窒素の酸化/還元反応が原因と考えられる

（式 4～式 10）[3.1.4-2][3.1.4-3][3.1.4-4]。気相中の窒素は放射線により窒素ラジカ

ル（N・）を生成する（式 4）。 

 

    N2   2N・     （式 4） 

  

生成した窒素ラジカルは酸素か水蒸気と反応することにより、二酸化窒素（NO2）を生成

する（式 5、式 6）。 

 

    N・＋O2 → NO2      （式 5） 

 

    N・＋nH2O → NO2      （式 6） 

 

生成した NO2 は水相へ移行し、水の放射線分解（式 7）によって生成する水酸化ラジカ

ル（OH）および水和電子（e-aq）および水素原子（H）と反応して、NO2-および硝酸イオン

（NO3-）を生成する（式 8、式 9、式 10）。
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    H2O   OH, e-aq, H （式 7） 

 

    NO2＋OH → NO3-      （式 8） 

 

    NO2＋e-aq→ NO2-          （式 9） 

 

    NO2＋H → H+ + NO2-      （式 10） 

 

さらに、気相の比率が大きいほど NO3-の濃度が高くなることから、気相中で NO2が効率

良く発生し、気相中または液相中で NO3-まで酸化されたと考えられる。一方、NO2-におい

ては、気相：液相＝0：100 の条件でも生成するものの、50：50 の条件において G値は 1.8

×10-4と最も高く、NO3-とは異なる傾向が得られた（表 3.1.4-3）。NO3-と NO2-の気相および

液相での放射線化学的な反応機構と、気相から水相への移行を含めた理論的な解析が必要

と考えられる。 

 

 

 
図 3.1.4-11 気液の割合を制御した水試料 

左から気液組成比は、気：液＝0：100、50：50、75：25 
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図 3.1.4-12 γ線照射した空気飽和水試料のクロマトグラム 

（気液比＝50：50、線量：80 kGy） 

 

 

 
 

図 3.1.4-13 窒素酸化物生成量の線量依存性
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表 3.1.4-3 気液組成比を制御した水試料へのγ線照射による窒素酸化物の生成収率 

 
 

 

  2）気相における酸素濃度効果 

次に、気相：液相＝50：50 の条件における水試料の酸素濃度の影響を調べた。図 3.1.4-

14 に示すガス混合装置（アズワン株式会社、ミックボーイ）により、窒素単独、窒素：酸

素＝95：5、窒素：酸素＝90：10 の条件の混合ガスを作製し、シリンジ針（GL サイエンス

製）を用いて水相部からバブリング（ガス流量：200 mL/min、30 分間）して試料全体をガ

ス置換した。気相における酸素濃度と水相における酸素濃度は平衡状態にあると考えられ、

酸素飽和条件で水中酸素濃度 1.25 mM、空気飽和条件で水中酸素濃度 0.25 mM、10％酸素

濃度条件で水中酸素濃度 0.125 mM、5％酸素濃度条件で水中酸素濃度 0.0625 mM となる。

窒素飽和条件における DOは溶存酸素計（アズワン株式会社、AS720）で測定し、検出下限

値 0.01 mg/L 以下であった。 

 

 

 
図 3.1.4-14 酸素濃度調製用ガス混合装置（左）および調製中の試料（右）
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図 3.1.4-15 に、各種溶存酸素条件における気相：液相＝50：50 水試料のγ線照射結果

を示す。窒素飽和条件では、NO3-の G値は 1.7×10-4と極微量となった（表 3.1.4-4）。これ

は（式 8）に示す NO3-生成の前駆体である NO2の生成量が、脱酸素条件では低くなるためと

考えられる。また、気相中の窒素の放射線照射で生成する Nラジカル（式 4）は、気相中

の水蒸気と反応することで NO2になると考えられる（式 6）。窒素雰囲気化で生成した気相

中の NO2は水相へ移動し、OH ラジカルと反応する（式 8）ことで NO3-がわずかに生成した

と考えられる。 

一方で、窒素飽和条件では生成する NO2-の収量は、イオンクロマトグラフの検出下限値

（約 10 nM）以下であった（表 3.1.4-4）。酸素存在下では生成する窒素酸化物（NO2-、NO3-）

の収量は、γ線の吸収線量の増加に伴い増加した（図 3.1.4-15）。さらに、表 3.1.4-4 に

示すように DO の増加に伴い、生成する窒素酸化物の G 値は増加傾向にあることが分かっ

た。（式 5）で示したように、気相中の窒素は放射線照射により Nラジカルを生成し、続い

て気相中の酸素と反応することにより NO2を生成する。生成した気相中の NO2は（式 8）で

示したように液相中の OHラジカルと反応し、NO3-を生成する。もしくは、（式 9）、（式 10）

で示したように水和電子もしくは水素原子と反応することによりNO2-を生成することが考

えられる。したがって、気相/液相混在水試料へのγ線照射において、DO が生成する窒素

酸化物の収量を支配する要因であることが分かった。 

 

  (3) まとめ 

γ線照射によって生じる窒素酸化物の定性・定量分析装置を構築した。気液組成比を制御

した試料へのγ線照射により、気相の窒素が酸化され窒素酸化物が生じ水に溶解すること、

一方、水 100％条件でも微量の窒素酸化物が生じることを明らかにした。また、気相および液

相の酸素濃度を制御した試料への照射実験から、窒素酸化物の生成には酸素が大きく関与し

ていることを明らかにした。ガスを含んだ気相/液相混在ラジオリシス解析を行うために必要

なインプットを整備し、解析を実施した。解析結果をγ線照射試験結果と比較、検討し、現在

のモデルの妥当性の検証や解析法の改善を行った。 

 

 
図 3.1.4-15 気相中酸素濃度を変えた時の窒素酸化物生成量の線量依存性
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3.1-63 
 

 

 

 

表 3.1.4-4 酸素濃度を制御した水試料へのγ線照射による窒素酸化物の生成収率 

 
 

 

 

 

  

JAEA-Review 2022-069

- 92 -



 

3.2-1 
 

 

3.2 PCV・負圧維持系設備等の腐食モード・腐食速度の評価 

 

3.2.1 炭素鋼ならびにステンレス鋼の腐食に及ぼす過酸化水素の影響 

 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

放射線環境を非照射下で模擬する実験方法として、過酸化水素添加水溶液中における腐食試験

のセットアップを構築した。そして、腐食試験中における H2O2 の分解速度を評価するとともに、

溶液中の H2O2 濃度制御下での腐食試験を実施した。さらに、炭素鋼ならびにステンレス鋼の自然

浸漬電位に及ぼす H2O2添加の影響を評価した。その結果、炭素鋼の腐食試験中に H2O2濃度が顕著

に低下することが分かった。また、H2O2添加による腐食加速と腐食電位の貴化が認められた。 

 

② 令和 3年度の実施内容および成果 

(1) はじめに 

 放射線環境下における鉄鋼材料の腐食評価においては、これまで主にγ線照射に着目した研究

がなされてきており、水のラジオリシスによって生成する過酸化水素（H2O2）や酸素（O2）による

腐食加速がその本質と考えられている。例えば、γ線照射の有無によらず、炭素鋼の腐食速度は

酸化剤濃度（[O2]＋0.4[H2O2]）に比例するという報告がある[3.2-1]。γ線照射下における炭素鋼

の腐食速度データは整備されつつある一方で、燃料デブリ由来のα，β線源近傍における局所的

な放射線照射が腐食環境に及ぼす影響に関しては、知見が極めて限られている。 

本項目では、令和 2 年度に構築した腐食試験セットアップを用いて、炭素鋼ならびにステンレ

ス鋼の腐食試験を実施した。試験パラメータとしては、酸化剤として腐食加速に寄与する H2O2 の

濃度を採用した。また、腐食速度は重量法により評価した。併せて、令和 2年度に報告した通り、

炭素鋼を対象とした腐食試験中に H2O2 濃度が顕著に低下し、一方でステンレス鋼のみを浸漬した

場合は H2O2濃度低下が認められなかった。令和 3年度はこの理由を実験により検討した。 

 

(2) 実験方法 

供試材として Mark Ⅱ型 PCV 鋼材である SA738B ならびに 316L ステンレス鋼を用いた。これか

ら長さ 40 mm、幅 10 mm、厚さ 1 mm の平板試験片を作製して試験に供した。試験溶液に対して全

浸漬・半浸漬するための試験片をそれぞれ 2 枚ずつ用意した。また、腐食試験セットアップの概

略図を図 3.2-1 に示す。試験溶液は、人工海水アクアマリン（八洲薬品株式会社）を 20000 倍希

釈（[Cl-]＝1 ppm）したものをベースとして所定の H2O2濃度に調整した。腐食試験中の H2O2濃度

を一定に制御する目的で、試験溶液を 10 mL/min の流量で常時注水するとともに、同量排出する

システムを用いた。雰囲気は曝気、試験溶液温度は 50 ℃とした。本試験では、炭素鋼を対象とし

た試験においては H2O2濃度を 0、3、30、300 ppm とし、170 時間実施した。一方で、ステンレス鋼

を対象とした試験においては、炭素鋼と比較して高い耐食性を示すことが予見されたため、H2O2濃

度を 30、300 ppm として、48 時間実施した。試験後、一方の試験片については、5％塩酸にインヒ

ビターとしてイビット No.02S（朝日化学工業株式会社）を 0.3％加えたものを使用して酸洗いす

ることによって、腐食生成物を除去した後に重量を測定して腐食減量から腐食速度を算出した。

もう一方については、腐食生成物を除去せずに観察・分析用試験片とした。 

次に、炭素鋼を対象とした腐食試験中に H2O2 濃度が顕著に低下した理由を検討するための実験

について述べる。腐食試験と同様に 20,000 倍希釈人工海水をベースとして、初期 H2O2濃度を 350 
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3.2-2 
 

 

ppm に調整した溶液を準備した。これに 2 価の Fe イオンとして FeCl2・4H2O、3 価の Fe イオンと

して FeCl3・6H2O、当該条件下で形成される腐食生成物[3.2-2]として Fe3O4ならびにγ-FeOOH をそ

れぞれ加えて、H2O2濃度の経時変化を評価した。室温に保持した溶液 200 mL に、それぞれについ

て Feの物質量が 1.00×10-3 mol になるよう秤量・添加した時点で試験開始とした。H2O2濃度は吸

光光度法（H2O2-V2）を用いて測定した。 

 

図 3.2-1 腐食試験セットアップの概略図 

 

 

(3) 実験結果ならびに考察 

 腐食試験により得られた炭素鋼の腐食速度を Cathodic reaction index で整理したものを図

3.2-2 に示す。H2O2添加なしの条件と比較すると、H2O2を添加することで明確に腐食が加速してい

ることが分かる。また、H2O2濃度 30 ppm までは、概ね Cathodic reaction index から予測される

腐食速度と一致していると判断されるが、300 ppm まで添加量を増やしてもこれ以上の腐食加速

は認められなかった。したがって、H2O2による炭素鋼の腐食加速は、ある濃度で頭打ちになること

が示唆された。この理由としては、腐食がカソード反応律速ではなくなっている、あるいは H2O2

の分解により、鋼材表面近傍の H2O2 濃度がバルクと比較して十分に小さくなっている可能性が考

えられたが、詳細は今後の検討課題である。ステンレス鋼の腐食速度についても、比較のため同

じく図 3.2-2 に示した。炭素鋼と比較して、2桁ほど低い腐食速度を示した。 

 腐食試験後の試験片外観を図 3.2-3、図 3.2-4 にそれぞれ示す。炭素鋼に関しては、不均一な腐

食様態であることがわかる。これは、試験片表面上でアノード／カソードサイト分離が起きてい

たことを示唆している。また、H2O2濃度が増大するにつれて、より細かくサイト分離したと考えら

れる様態が認められた。一方でステンレス鋼においては、目立った腐食は認められず、腐食生成

物の形成も極めて限定的であった。孔食に代表される局部腐食の痕跡も一切認められなかった。 

次に、H2O2 添加溶液に鉄イオンならびに鉄化合物を共存させた場合の溶液の外観と H2O2 濃度経

時変化をそれぞれ図 3.2-5、図 3.2-6 に示す。Fe2+、Fe3+との共存環境下においてのみ、H2O2濃度が

低下しており、鉄化合物（Fe3O4、γ-FeOOH）との共存環境下においては，H2O2濃度低下は認められ
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3.2-3 
 

 

なかった。したがって、鉄イオンと H2O2が共存する時、フェントン反応（ex：H2O2＋Fe2+ → OH*＋

OH-＋Fe3 *はラジカル[3.2-3]）により H2O2 濃度が顕著に低下することが示唆された。ここで図

3.2-5 から、FeCl2・4H2O、ならびに FeCl3・6H2O を含む溶液は明確に着色しており、これが H2O2濃

度測定値に影響していると考えられた。例えば、H2O2を含まない溶液に FeCl3・6H2O を加えた場合

においても、吸光光度法によって H2O2濃度を測定すると 70 ppm との値が得られた。したがって、

図 3.2-6 に示した濃度低下したあとの H2O2濃度については、実際より高く見積もっている可能性

がある。 

 

 

 
 

図 3.2-2 腐食速度の Cathodic reaction index による整理 
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図 3.2-4 腐食試験後のステンレス鋼試験片の外観 

上段：腐食生成物除去前、下段：腐食生成物除去後

 
 

図 3.2-3 腐食試験後の炭素鋼試験片の外観 

上段：腐食生成物除去前、下段：腐食生成物除去後 
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3.2-5 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

(4) まとめ 

 炭素鋼に関して、過酸化水素添加による腐食加速が明確に認められたものの、過酸化水素が高

濃度（数十～数百 ppm）の場合には、腐食速度が Cathodic reaction index との関係【𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶�ℎ]
＝�.4�𝐶𝐶��＋0.4 × 𝐶𝐶�����】に従わず、これから予測される値と比較して十分に低かった。ステンレ

ス鋼については、高濃度の H2O2 を添加しても、顕著な腐食加速ならびに局部腐食の兆候も一切求

められなかった。併せて、腐食試験中に過酸化水素濃度の顕著な低下が認められた理由としては、

鉄イオンとのフェントン反応による分解が主因と考えられた。

 
 

図 3.2-5 H2O2添加溶液に鉄イオンならびに鉄化合物を共存させた溶液の外観 

 
 

図 3.2-6 H2O2添加溶液に鉄イオンならびに鉄化合物を共存させた場合の濃度の経時変化 
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3.2.2 水溶液腐食に与える放射線分解で生成する酸化剤の影響 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

オゾンジェネレータで生成したオゾンを含むガスを溶液にバブリングし、鉄の腐食に及ぼす効

果を電気化学的測定により検討した。オゾンの導入によりカソード電流密度の増加や、分極抵抗

から求めた腐食速度が増加したが、溶存オゾン濃度から考えると、溶存オゾンの寄与は大きくな

く、副生成した窒素酸化物の酸化剤としての影響の方が大きいことが考えられた。実環境での窒

素酸化物の影響についても検討する必要があると考えられた。 

 

② 令和 3年度の実施内容および成果 

(1) はじめに 

 格納容器内では，燃料デブリが堆積しており、その取り出し工程において粒子状の放射性物質

がダストとして気相中や冷却水中に拡散し、これによる放射性分解に起因して生じる過酸化水素

が酸化剤として腐食の加速を引き起こすことが懸念される。我々は、気相中の酸化剤が腐食に及

ぼす影響を検討するためにオゾンを模擬的な酸化剤として利用して温湿度を制御した環境に導入

し、Atmospheric Corrosion Monitor（ACM）センサや Resistmetric Corrosion Monitor（RCM）セ

ンサを用いた腐食モニタリングを行った。その結果、酸化剤であるオゾンの腐食促進の影響を確

かめ、ACM センサの電流から求められる炭素鋼の腐食速度が、気相中のオゾン濃度と概ね直線関係

にあること、また、腐食加速試験に用いることも可能であることを報告している[3.2-4][3.2-5]。

このオゾンを酸化剤として用いる方法は、液相中での腐食に及ぼす酸化剤の影響を検討する上で

も有効であると期待される。 

令和 2 年度での研究では、溶液中にオゾンをバブリングして導入し、鉄の板を試験片とし、分

極抵抗の測定から腐食速度を求め、酸化剤の影響を検討した。その結果、オゾンジェネレータを

用いて無声放電によって大気中の酸素からオゾンを発生させて溶液中にバブリングした場合には、

副生成物の窒素酸化物が溶液中に溶解して硝酸イオンとなって蓄積し、これが腐食速度の増加の

要因となることが示唆された。 

 1F の格納容器内は、鉄鋼材料の腐食を抑制するために窒素パージされている。また、今後デブ

リ取り出しに工程が進む場合にも、バウンダリー内部は窒素パージされる可能性が高い。バウン

ダリー内部は放射性物質が外部へ飛散することを妨げるために減圧され、外部から大気中の酸素

が混入し得ることや、ラジオリシスによって生成した過酸化水素の分解によっても酸素が生成す

ることを考えると、気相中の窒素と酸素のラジオリシスにより、窒素酸化物が生成する可能性が

考えられる[3.2-6]。そこで、本研究では、鉄鋼材料の腐食に及ぼす酸化剤の影響を検討するため

に、オゾンジェネレータを用いて、発生するオゾンと窒素酸化物を含む大気を溶液中にバブリン

グし、鉄の腐食挙動に及ぼす影響を調べた。 

 

(2) 実験方法 

 試験片として、幅 12.0 mm、長さ 24.4 mm、厚さ 2.0 mm の純度 99.5％の鉄の板を用いた。表面

を#600 までのシリコンカーバイド研磨紙で研磨後、アセトン洗浄した。試験片にはニッケル線を

導線として取り付け、ニッケル線はガラス管と絶縁樹脂で被覆した。試験溶液には pH 5.5 の 0.1 

M 酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液 500 mL を用いた。弱酸性の緩衝溶液を用いたのは、アルカリ性

ではオゾンが分解されやすいので、これを妨げるためである。
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 試験のセットアップは図 3.2-7 に示すように、セパラブルフラスコを試験槽とし、オゾンジェ

ネレータ（有限会社マルコー電器製 Soec V350）で生成したオゾンおよび窒素酸化物を含む空気

をグラスフィルターを介して溶液に 8 L/min の送気速度で 20 時間送り込んだ。ジェネレータの出

力は、最大出力の 0、50、80％とした。バブリングを停止したのちに試験片と補助電極としての白

金線および銀／塩化銀参照電極を設置した。このバブリングを停止した 30分後に動電位分極測定

を行い、さらにその後に分極抵抗測定を行った。分極抵抗測定の開始は、バブリング停止から約

1 時間後である。なお、分極抵抗測定の走査速度は 1 mV/s、電位範囲は自然電位を基準として±

10 mV である。 

 

(3) 実験結果と考察 

 図 3.2-8 に、バブリング時間に伴う純水中の溶存オゾンおよび硝酸イオンの濃度変化を示す。

ここで、純水を用いたのは、腐食試験に用いる緩衝溶液中ではオゾンの濃度測定ができないため

である。溶存オゾン濃度は時間とともに増加するが、10時間のバブリング以降は概ね一定となっ

た。溶存オゾン濃度のオゾンジェネレータの出力を 80％とした場合、最大溶存オゾン濃度は 0.4 

ppm 程度であった。出力を 50％とした場合でもほぼ等しい濃度となった。バブリングを停止した

あとにはオゾン濃度は急激な低下を示した。この低下はオゾンの自己分解反応によると考えられ

る。 

一方、硝酸イオン濃度は、ジェネレータの出力に依存しており、時間とともに直線的な増加を

示した。ジェンレータの出力が 80％の場合、20 時間のバブリング後の硝酸イオン濃度は約 7600 

ppm であった。なお出力を 50％、とすると 4000 ppm 程度であった。バブリング停止後も、硝酸イ

オンは減少すること無く、ほぼ一定を保った。大気中の窒素由来で生成する気相中の窒素酸化物

はオゾンに対して 1％程度と考えられるにもかかわらず溶存オゾンと比較して著しく高い濃度を

示すが、これは水への溶解度が硝酸イオンの方が大きいことと、硝酸イオンはオゾンと異なり分

解しないことによると考えられる。なお、バブリングによる酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中の

硝酸イオン濃度を測定したところ、純水中の約 1/4 の濃度であった。 

 

 

 
 

図 3.2-7 試験セットアップの模式図
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3.2-8 
 

 

 

 
 

図 3.2-8 バブリング時間に伴う純水中の溶存オゾン濃度および硝酸イオン濃度の変化 

 

 

 測定した分極抵抗の逆数から算出した腐食電流密度の時間変化を図 3.2-9 に示す。腐食電流密

度は、分極抵抗の逆数となる[3.2-7]。 

 

∆𝑖𝑖
∆𝐸𝐸 =

�
𝐶𝐶� ∝ 𝑖𝑖���� 

 

ここで、Rp は分極抵抗、icorr は腐食電流密度である。腐食電流密度は以下の式から求められる

[3.2-8]。 

 

𝑖𝑖���� =
𝑘𝑘
𝐶𝐶� 

 

k は比例定数であり、ここでは 0.02 V とした。
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図 3.2-9 バブリング停止後に分極抵抗から求めた酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中の 

腐食電流密度の時間変化 

 

 

  

 分極抵抗測定はバブリング停止後 1 時間程度で開始したが、バブリングを行った溶液中の腐食

電流密度は、測定開始から約 1 時間の間で低下を見せ、その後にはほぼ一定値となった。バブリ

ングを行った溶液中の腐食電流密度は、バブリングを行っていない溶液中の腐食電流密度より明

らかに大きな値を示した。バブリングを行っていない場合の腐食電流密度は、大気中の酸素還元

反応の電流密度と同程度の値であった。オゾンジェネレータの出力を 50％とすると、プラトー領

域の腐食電流密度は約 1.3 A/m2となり、腐食電流密度の大小には相関が見られた。 

 図 3.2-10 は、同様のオゾンジェネレータの出力とした時のイオン濃度の時間変化を示したもの

である。バブリング停止から溶存オゾン濃度は明らかに減少する。その半減期は 1 時間に満たな

い。一方、硝酸イオン濃度はほぼ一定値を保っている。この溶存オゾン濃度の減少と、図 3.2-9 に

示したバブリング停止から 2 時間程度までに見られる腐食電流密度は、溶存オゾン濃度の低下に

対応している可能性も示唆される。また、試験片表面の状態の変化により減衰した可能性も考え

られる。このことは図 3.2-11 に示した鉄試験片の電位が、酸化剤であるオゾンの減少にもかかわ

らず初期にやや上昇していることからも窺われる。なお、オゾンジェネレータの出力が 50％の場

合にはプラトー領域の電位は–0.57 V で、硝酸イオン濃度が高い場合の方が電位はやや貴となっ

ている。バブリング停止後 2 時間程度以降のプラトー領域では、溶存オゾン濃度は低下している

と考えられるため、腐食電流密度や腐食電位のバブリングの有無での差異とオゾンジェネレータ

の出力への依存性に関しては、バブリング中に溶液中に蓄積した硝酸イオンの影響が大きいと考

えられる。
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図 3.2-10 バブリング後の純水中の(a)溶存オゾン濃度と(b)硝酸イオン濃度の時間変化 

 

 

 

図 3.2-11 バブリング後の酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中の鉄試験片の電位の時間変化
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 オゾンジェネレータからの気体を酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中にバブリングし、停止した

直後に測定した動電位分極を図 3.2-12 に示す。バブリングを行っていない場合と比較して、バブ

リングを行った場合のカソード電流密度は著しく増加している。オゾンジェネレータの出力が高

い方がカソード電流密度は高くなった。この増加は、オゾンジェネレータから供給される酸化剤

であるオゾンと、窒素酸化物が溶解して生成した硝酸イオンに由来すると考えられる。 

 ここで、先に示したように、純水にバブリングした際の溶存オゾン濃度は出力によらず 0.4 ppm

程度である。酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中での溶存オゾン濃度が純水中と同程度と考え、ま

たオゾンから酸素への還元反応と、その酸素の還元反応の 2段階の還元反応を考慮し、濃度が 1.5

倍相当であるとしても、DO の 8 ppm には 1桁及ばない。したがって、オゾンの還元反応が拡散律

速であると仮定すると、溶存酸素の還元電流と比較して小さいものと思われる。さらに、溶存オ

ゾン濃度は硝酸イオン濃度に比べて著しく低いことも考慮すると、バブリングによる還元電流の

増加に寄与しているのは、主として硝酸イオンであろうと考えられる。 

 図中には、緩衝溶液中に硝酸ナトリウムを 0.06 M 加えた場合の動電位分極曲線も比較のために

加えている。硝酸イオン濃度としては約 4000 ppm に相当し、図 3.2-8 に示した硝酸イオン濃度と

同レベルである。硝酸イオンを塩の添加によって加えた場合でも、バブリング無しの場合と比較

して明らかにカソード電流密度の上昇が見られることは、バブリングによるカソード電流密度の

上昇に硝酸イオンの還元反応が影響していることを支持する。なお、バブリングをした場合の方

が、塩の添加により硝酸イオンを供給した場合に比べてカソード電流密度が高いのは、溶液の緩

衝能を超えてバブリングした溶液の pHの低下が影響している可能性があると思われる。バブリン

グの後に測定された pHは、初期の 5.5 から 1程度の低下が見られた。 

 
 

図 3.2-12 バブリング後の酢酸－酢酸ナトリウム緩衝溶液中での鉄試験片の動電位分極曲線 
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(4) まとめ 

 オゾンジェネレータで生成したオゾンおよび窒素酸化物を含む気体をバブリングした酢酸－酢

酸緩衝溶液中での鉄試験片の腐食を電気化学的手法で検討した。オゾンおよび窒素酸化物を与え

た溶液中では、これら酸化剤がカソード反応を促進することにより、腐食電位の上昇と、分極抵

抗によって評価した腐食速度の増加が見られた。その主因は、溶存イオン濃度よりも高濃度で溶

液中に蓄積する硝酸イオンであると考えられる。バブリングによる腐食速度の増加が硝酸イオン

濃度にほぼ比例することからも、酸化剤としての硝酸イオンが腐食促進に寄与することが窺われ

る。本試験では鉄試験片の腐食を緩衝溶液中で行っているため検討していないが、窒素酸化物が

溶解して生成する硝酸イオンによる pH低下も腐食に影響を及ぼすと考えられる。実機内の窒素と

混入酸素の濃度によっては、そのラジオリシスによる窒素酸化物の生成が腐食を促進する懸念が

あることが示唆された。 
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3.3 1F 複合環境における腐食抑制技術の開発（再委託先：物材機構） 

① 令和 2年度の実施内容および成果（概要） 

ナノバブルを混合した腐食試験溶液を作製するため、ウルトラファインバブル生成装置

（HYK-20-SD、株式会社リーガレック）を導入し、物材機構の各種試験用ガスラインと接続する

工事を行った。これにより、空気だけでなく、酸素、窒素、アルゴンおよびこれらの混合ガス

成分のナノバブルを任意の溶液に導入し、腐食試験槽に供することが可能となり、年度目標で

あった腐食試験システムの構築を達成した（図 3.3-1）。 

 

図 3.3-1 導入したナノバブル発生装置 

 

 

 

次に、ナノバブルを導入した溶液を用いて、予備実験を実施した。試料には 5 mm×30 mm×

40 mm の溶接構造用圧延鋼材 SMA490A（以下、炭素鋼と略記。）を用いた。溶液には蒸留高純水

（電気抵抗率 18.2 MΩcm）および蒸留高純水に 1/100 倍の希釈率となるよう人工海水を添加

した 1/100 倍人工海水を用いた。液量 5 L に対してガス流量 650 mL min-1、生成時間 30 min の

条件でナノバブル導入処理を行い、試験溶液を作製した。導入するガスはアルゴンとした。ま

た、比較として、同一条件にて酸素ナノバブルを導入した溶液、およびナノバブル導入処理を

していない溶液も準備した。ナノバブル導入処理後、液温が室温に戻るまで静置したのち、試

料を浸漬した。液量は 100 mL とし、大気解放条件とした。ナノバブルを導入していない溶液

および酸素ナノバブルを導入した溶液では、腐食反応の進行に伴い、試料表面に発銹が認めら

れ、その範囲の拡大が認められた。また、純水より 1/100 倍人工海水の方がその傾向は顕著で

あった。一方、アルゴンナノバブルを導入した溶液中では、浸漬から約 5時間までは明確な腐

食は見られなかったことから、ナノバブルの存在により、炭素鋼の初期の腐食挙動が変化する

ことが明らかとなった。なお、浸漬から 7日後には、いずれの溶液に浸漬した試料も全面が赤

褐色のさびで覆われていたが、腐食減量（さび層の付着による誤差の影響を考慮せず）は表 3.3-

1 の通りであり、ナノバブルによる腐食反応への影響が定量的にも示された。
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② 令和 3年度実施内容および成果 

(1) 実験結果および考察 

 令和 2 年度に確立したナノバブル試験装置を用いて、アルゴンナノバブルを導入した希釈人

工海水（1/10 倍、1/100 倍、1/1000 倍）中の炭素鋼の腐食速度の連続的な変化を電気化学イン

ピーダンス法によりモニタリングした。結果を図 3.3-2 に示す。いずれの条件においても、ア

ルゴンナノバブルを導入した溶液中では、約 20 時間までの浸漬初期において、腐食が抑制さ

れる傾向が確認された。蛍光式溶存酸素計によりアルゴンナノバブル導入処理中の溶存酸素濃

度（以下、DOと略記。）を測定したところ、図 3.3-3 に示すように、処理開始後約 3分で 10 L

の溶液中の DO が 0.1 ppm 未満まで急速に低減することが分かった。セラミックボールフィル

ターを用いたアルゴンガスバブリングによる通常の脱気処理（同流量条件：650 mL min-1で実

施）との比較により、ナノバブル導入が極めて効率的な DO 低減処理であることが示された。

したがって、希釈人工海水中の浸漬初期における腐食抑制効果は、アルゴンナノバブル導入処

理による溶液の低 DO 化により、酸素還元のカソード反応が抑制されたことに起因すると示唆

された。これを確認するため、同一条件で腐食電位測定を実施したところ、炭素鋼の腐食電位

は未処理の希釈人工海水（1/200 倍）中で約-550 mV（Ag/AgCl 電極基準）であったのに対し、

アルゴンナノバブルを導入した溶液中では約-700 mV であった。この結果により、アルゴンナ

ノバブル導入溶液中の炭素鋼の腐食速度の抑制は、DO低減に由来することが裏付けられた。 

 

 

表 3.3-1 7 日間浸漬後の炭素鋼の腐食減量（初期重量比）（％） 

 ナノバブル無し Ar ナノバブル導入 O2ナノバブル導入 

純水 0.0397 0.0362 0.0377 

1/100 倍人工海水 0.0388 0.0331 0.0427 

図 3.3-2 希釈人工海水（左：1/10 倍、中：1/100 倍、右：1/1000 倍）中の炭素鋼の 

腐食速度変化 

（白：ナノバブル導入あり、黒：ナノバブル導入無し） 
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 一方、大気開放条件ではアルゴンナノバブル導入処理により低下した DO は時間の経過とと

もに上昇する。また、腐食反応の進行により炭素鋼の表面に錆層が形成することで、カソード

反応が変化することが想定される。このため、塩水噴霧試験機（STP-30、スガ試験機株式会社）

を用いて炭素鋼の電極表面に事前に錆層を形成し、カソード分極試験を行った（図 3.3-4）。分

極曲線の形状は錆層の有無により明確に異なっており、錆層を事前に形成した試料では、腐食

電位が-300 mV まで上昇し、DO の拡散限界を示す電流の停滞域が消失した。 

 

 

 

図 3.3-4 錆層の有無による希釈人工海水（1/200 倍）中の 

炭素鋼のカソード分極曲線の変化 

 

図 3.3-3 アルゴンガスナノバブル導入処理中の DO 変化 
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以上の結果から、図 3.3-2 に示したアルゴンナノバブル導入による腐食抑制効果が、浸漬後

約 20時間までの期間に限定されていたのは、溶液が大気と接触していたため DOが上昇したこ

と、および、錆層形成によりカソード反応に Fe3+/Fe2+系が関与した結果であることが示された。 

 令和 3年度に実施した以上の試験結果より、不活性ナノバブルを含む溶液中の炭素鋼の腐食

挙動とその経時変化が詳細に解明され、当該年度の研究目標を達成した。 

 

(2) まとめ 

不活性ガスとしてアルゴンを用いて希釈人工海水中にナノバブルを導入した。大気開放条件

で炭素鋼をこの溶液中に浸漬し、腐食速度を測定した結果、約 20 時間にわたって腐食反応が

抑制されることが示された。これは、ナノバブル導入処理が極めて効率的に DO を低下させ、

酸素還元によるカソード反応が抑制された結果であることが示された。一方、大気開放条件で

は DO が上昇するとともに錆層形成によるカソード反応系が変化することから、ナノバブル導

入による腐食抑制効果を十分に活用するためには、①大気との接触がある程度制限された環境

であること、②ナノバブルを導入した溶液を連続的あるいは完結的に注入することが肝要であ

ると示唆される。 
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3.4 研究推進 

 

研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた。また、

研究実施計画を推進するための打合せや「特殊環境下の腐食現象の解明に関する分科会」を活用

した関連分野の専門家との会議等を開催した。研究組織内でのリモート会議による情報共有と意

見交換を適宜実施して連携を図った。また、特殊環境下の腐食現象の解明に関する分科会（令和

3年度第 1回：令和 3年 11 月 12 日、第 2回：令和 4年 2月 24 日）に参加して関連分野の専門家

との意見交換を行い、本研究の進捗について理解してもらうとともに有益な示唆を得た。さらに、

日本原子力学会 2022 年春の年会においてシリーズ発表を行い、現在までの成果報告ならびに参加

者との有益な意見交換を実施した。 
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4. 結言 

 

デブリ取り出し工程において、既設の PCV ならびに新設の負圧維持系設備･配管など重要な閉じ

込め機能を担保する鋼構造物の長期信頼性を確保するため、α線放出核種／β線放出核種と鋼材

が接触共存する濡れ環境における腐食現象をはじめて明らかにして腐食速度を予測する技術を構

築するとともに、PCV 等への基本的な適用性に優れ、かつ、副次影響の無い新規防食技術を開発す

ることを目的とした研究である。本報告書では、3 ヵ年計画の 2 年目である令和 3 年度の業務実

績を述べた。以下、研究項目ごとに成果の概要を述べる。 

 

 (1) α線、β線照射による腐食影響および気相ラジオリシスの腐食環境への影響 

① デブリ中MA成分の状態・放射能量の溶出挙動評価 

MCCIデブリや合金デブリ中の燃料成分（Pu）およびMA成分（Am、Cm）の状態評価と溶

出挙動評価を行うとともに、α線によるPCV材への腐食影響について評価した。具体的

には、酸化物相とケイ酸塩相の均等分散あるいは酸化物相と合金相の均等分散による均

質デブリ、ならびに、酸化物相がケイ酸塩相あるいは合金相により被覆された非均質デ

ブリについて、形態および組成評価を行うとともに、放射線の飛程や線量率について評

価した。 

 

② 線種（α、β）を考慮したラジオリシス解析モデルの構築（連携先：原子力機構） 

①で検討したMAの状態を考慮した環境で、α線、β線の線量率分布の詳細化を行うと

ともに詳細評価した線量率に対応したラジオリシス解析を実施することにより、ラジオ

リシス評価モデルの構築を行った。具体的には、α線、β線の線量率分布と水溶液中で

の化学種の拡散を考慮したラジオリシス解析を実施し、バルク環境中での酸化剤の濃度

分布の評価を可能とした。 

 

③ α線、β線照射による腐食影響評価（連携先：原子力機構） 

β線源を用い、電気化学試験を実施した。取得されたデータを基に、電気化学パラメ

ータへの各放射線種の影響を検討した。90Sr線源近接下で取得されたデータは、非照射

下で取得したデータと比較し、炭素鋼の分極抵抗および、ステンレス鋼の腐食電位にβ

線の影響と思われる差異が確認された。ラジオリシス解析より約1ppmの過酸化水素が生

成されていることが推測され、これが要因の1つであると推定された。 

 

④ 放射線下における水への気相ラジオリシスの影響 

a. 照射試験および解析等（連携先：原子力機構） 

ガスを含んだ気相/液相混在ラジオリシス解析を行うために必要なインプットを整備

し、解析を実施した。解析結果をγ線照射試験結果と比較、検討し、現在のモデルの妥

当性の検証や解析法の改善を行った。気相の影響を詳細に調べるために液相部を遮蔽し

た状態での気相/液相混在系へのγ線照射実験データを取得し、整備したラジオリシス

解析結果と比較した。比較結果に基づき、気相で発生した窒素酸化物の液相への移行速

度を解析コードにおいて調整した。 
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b. 溶液、ガス成分分析等（再委託先：量研機構） 

気相/液相混在試料へのγ線照射実験を行った。ラジオリシスにより生成する窒素酸化

物（硝酸含む）の分析装置を整備するとともに、定性・定量分析を行った。照射線量に

対する生成物挙動を明らかにした。気相/液相混在試料への室温でのγ線照射実験を行っ

た。カラムコンパートメントを導入した液体クロマトグラフ分析装置を整備した。これ

により、照射により生成した硝酸イオンや亜硝酸イオンといった窒素酸化物を再現性良

く定性・定量分析することが可能になった。窒素酸化物の生成量は照射線量の増加に伴

い増加した。気相/液相混在試料の気液組成比や気相部分の酸素濃度を変化させた時の、

照射線量に対する窒素酸化物の生成挙動を定量的測定により評価した。 

 

(2) PCV･負圧維持系設備等の腐食モード･腐食速度の評価 

令和2年度の検討結果に基づいて、PCV内面（炭素鋼の均一腐食）ならびに負圧維持系設

備（ステンレス鋼における局部腐食）を主対象とした腐食試験を実施した。試験パラメー

タとしては、酸化剤濃度（電位）とpHを中心に検討した。重量法あるいは電気化学的手法

により腐食速度を評価した。過酸化水素添加による炭素鋼の腐食加速が認められたものの、

過酸化水素が高濃度（数十～数百ppm）の場合には、腐食速度がCathodic reaction index

との関係【𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶�ℎ]＝�.4�𝐶𝐶��＋0.4 × 𝐶𝐶�����】から予測される値と比較して十分に

低かった。併せて、腐食試験中に過酸化水素濃度の顕著な低下が認められ、これは鉄イ

オンとのフェントン反応による分解が主因と考えられた。また、オゾンおよび窒素酸

化物をバブリングした溶液中では、それら酸化剤によるカソード反応促進によ

る電位の上昇と腐食速度の増加が見られたが、その主因は水溶液中に蓄積する

硝酸イオンであり、腐食速度は硝酸イオン濃度にほぼ比例することが分かった。 

 

(3) 1F複合環境における腐食抑制技術の開発（再委託先：物材機構） 

ナノバブル発生装置および電気化学測定システムを用いて、不活性ガスナノバブルを含

む1F特有の複合環境を模擬した環境下で腐食試験を行い、電気化学的手法により炭素鋼の

耐食性を定量評価した。電気化学測定としては、浸漬電位の測定や電位－電流曲線の測定

を行った。また、不活性ガスナノバブルの効果の持続性を検討するため、電気化学インピ

ーダンス法を用いた腐食速度のモニタリング測定を行った。炭素鋼の希釈人工海水中での

腐食挙動がDOとさび層の形成により経時変化することを浸漬電位および電位－電流曲線

の測定によって評価した。さらに、不活性ガスナノバブルを導入することで、希釈人工海

水中での初期の腐食速度が大幅に抑制されることを電気化学インピーダンス法によって

評価した。これらの結果より、大気中の酸素との接触が限定され、かつ不活性ガスナノバ

ブルの連続的あるいは定期的な注入が可能な条件において、炭素鋼の腐食を効果的に抑制

できることが判明した。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にして、研究を進めた。

また、研究実施計画を推進するための打合せや「特殊環境下の腐食現象の解明に関する分

科会」を活用した関連分野の専門家との会議等を開催した。研究組織内でのリモート会議

による情報共有と意見交換を適宜実施して連携を図った。また、「特殊環境下の腐食現象
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の解明に関する分科会」（令和3年度第1回：令和3年11月12日、第2回：令和4年2月24日）に

参加して関連分野の専門家との意見交換を行い、本研究の進捗について理解してもらうと

ともに有益な示唆を得た。さらに、日本原子力学会2022年春の年会においてシリーズ発表

を行い、現在までの成果報告ならびに参加者との有益な意見交換を実施した。 

 

以上、3ヵ年計画の 2年目である令和 3年度の業務項目を実施し、所期の目標を達成した。
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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